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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成13年11月20日付で株式１株につき２株の株式分割を実施しております。 

３ 第15期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、調整計算の結果、１株当たり当期純利益金

額が希薄化しないため記載しておりません。第16期、第17期、第18期及び第19期の潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

４ 従業員は、就業人員数を記載しております。 

５ 第16期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準第２号)および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14

年９月25日 企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

６ 第18期においては、減損損失、投資有価証券評価損並びに事業閉鎖損失引当金繰入額等の特別損失を計上し

たことにより、当期純利益が大幅に減少いたしました。 

  

  

第一部 【企業情報】

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期
決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 82,455 80,983 73,896 75,418 89,783

経常利益 (百万円) 9,526 6,582 7,124 4,431 9,058

当期純利益 (百万円) 4,443 3,118 3,648 836 4,478

純資産額 (百万円) 34,101 30,876 32,713 30,076 33,446

総資産額 (百万円) 73,530 64,723 62,956 64,981 83,826

１株当たり純資産額 (円) 738.83 693.89 735.28 691.34 768.32
１株当たり当期純利益
金額

(円) 141.40 63.49 76.95 10.22 93.79

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益
金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 46.4 47.7 52.0 46.3 39.9

自己資本利益率 (％) 13.5 9.6 11.5 2.7 14.1

株価収益率 (倍) 19.8 19.4 25.3 147.4 35.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 7,428 4,629 4,813 5,867 3,450

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △23,969 △ 570 △1,027 653 △11,644

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 13,251 △8,932 △4,769 △4,745 8,275

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 9,510 4,556 3,539 5,357 5,486

従業員数 
[外、平均臨時 
雇用人員]

(名)
753
[222]

785
[226]

831
[213]

877
[207]

1,056
[306]



(2) 提出会社の経営指標等 
  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成13年11月20日付で株式１株につき２株の株式分割を実施しております。 

３ 第15期の１株当たり配当額63円は特別配当13円を含んでおります。 

  なお、配当性向につきましては、上記２に記載の通り株式分割を実施しているため、配当金総額を当期純利

益金額で除した割合を記載しております。 

  また、第15期および第16期における１株当たり配当額を１株当たり当期純利益金額で除した割合は、それぞ

れ215.8％、93.1％となります。 

  第17期、第18期及び第19期の配当性向につきましては、１株当たり配当額を１株当たり当期純利益金額で除

した割合を記載しております。 

４ 第15期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、調整計算の結果、１株当たり当期純利益金

額が希薄化しないため記載しておりません。第16期、第17期、第18期及び第19期の潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

５ 従業員は、就業人員数を記載しております。 

６ 平成16年10月1日に分社型新設分割により設立したエイベックス㈱に音楽映像事業を承継させました。その

結果、当社は持株会社となり、同日付で商号をエイベックス・グループ・ホールディングス㈱に変更してお

ります。 

７ 第16期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準第２号)および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14

年９月25日 企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

  

  

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期
決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 55,236 51,369 45,993 19,283 10,828

経常利益 (百万円) 3,242 2,645 3,500 2,340 1,207

当期純利益 (百万円) 917 1,703 2,042 2,245 570

資本金 (百万円) 4,229 4,229 4,229 4,229 4,229

発行済株式総数 (株) 46,157,810 46,157,810 46,157,810 46,157,810 46,157,810

純資産額 (百万円) 24,540 20,229 20,787 19,727 19,572

総資産額 (百万円) 66,668 56,222 51,799 47,041 55,729

１株当たり純資産額 (円) 531.70 458.17 469.87 459.33 448.35

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)
63 35 40 40 40

(25) (15) (20) (20) (20)
１株当たり当期純利益
金額

(円) 29.19 37.58 45.29 50.89 5.89

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益
金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 36.8 36.0 40.1 41.9 35.1

自己資本利益率 (％) 3.7 7.6 10.0 11.1 2.9

株価収益率 (倍) 96.1 32.7 42.9 29.6 570.5

配当性向 (％) 254.1 91.8 88.3 77.6 679.1

従業員数 
[外、平均臨時 
雇用人員]

(名)
334
[49]

349
[47]

375
[35]

78
[6]

137
[29]



２ 【沿革】 

  

 
  

年月 概要

昭和63年４月 エイベックス・ディー・ディー株式会社（東京都町田市原町田二丁目４番３号）設立(平成10年

４月にエイベックス㈱との合併により、登記上の設立日は昭和48年６月１日)、輸入レコードの

販売を開始

平成２年１月 本社を東京都町田市原町田二丁目７番４号に移転

    ２月 東京都町田市にレコーディングスタジオを設置

    ９月 自社レーベル「avex trax」を創設し、レコード制作を開始

    11月 東京都町田市に音楽出版社㈱ミュージック・フォリオ(平成５年10月、㈱プライム・ディレクシ

ョン、平成17年４月、エイベックス・ライヴ・クリエイティヴ㈱に商号変更、現・連結子会社)

を設立

平成３年５月 本社を東京都町田市鶴間19号に移転

平成４年10月 ㈱ハウディ インターナショナル(平成17年４月、エイベックス ネットワーク㈱と合併)に資本

参加

平成５年１月 米国ニューヨークにAV EXPERIENCE AMERICA INC.(現・連結子会社)を設立

    ５月 本社を東京都港区南青山五丁目に移転

    ８月 東京ドームにおいて「avex rave '93」を開催、50,000人以上を動員

    ９月 東京都港区にイベント制作企画会社㈱アドバンス・プロモーション・インターナショナル(平成

９年４月、㈱プライム・ディレクションと合併)を設立

    11月 東京都港区にディスコ経営会社㈱ヴェルファーレ(平成９年４月、エイベックス・ディー・ディ

ー㈱と合併)を設立

    12月 東京都港区にレコード会社㈱カッティング・エッジ(平成９年４月、エイベックス・ディー・デ

ィー㈱と合併)を設立 

東京都港区にレコーディングスタジオ（エイベックス・エンタテインメント㈱保有)が完成

平成６年８月 東京ドームにおいて「avex rave '94」を開催し、衛星放送にて３Ｄ映像を全国４会場に配信、

55,000人を動員

平成７年７月 東京都港区にアーティスト・マネジメント会社㈱ホワイト・アトラス(平成９年10月、㈱アクシ

ヴ、平成17年４月、エイベックス・プランニング＆デベロップメント㈱に商号変更、現・連結子

会社)を設立

    ８月 「avex daNce Matrix '95」を開催、合計90,000人を動員

平成８年２月 現在地に本社を移転

    ８月 「avex dance net '96」を９日間にわたり開催

    ９月 香港支店を分離独立しAVEX ASIA LIMITED(現・連結子会社)を設立

平成９年２月 東京都港区にヴェルファーレ(ディスコ)運営会社㈱ヴェルファーレ・エンタテインメント(現・

連結子会社)を設立

    ８月 「avex dance carnival SUMMER '97」を６日間にわたり開催

    10月 東京都港区に販売会社㈱エイベックス・ディストリビューション(平成17年４月、エイベック

ス・マーケティング・コミュニケーションズ㈱に商号変更、現・連結子会社)を設立

平成10年４月 エイベックス㈱（平成16年10月、会社分割により持株会社であるエイベックス・グループ・ホー

ルディングス㈱と新設会社エイベックス㈱に分割）はエイベックス・ディー・ディー㈱を合併

    ７月 台湾台北市にAVEX TAIWAN INC.(現・連結子会社)を設立

    ８月 「non-stop 150th presented by avex 10th Anniversary」を７日間150時間にわたり開催

    10月 日本証券業協会に株式を店頭登録

平成11年３月 WALT DISNEY RECORDSとCD発売に関する独占契約を締結



 
  

年月 概要

平成11年８月 「avex 夏祭り1999」を１ヶ月にわたり開催

    11月 「AVEX MODE」を新設し、アニメ事業に参入

    12月 東京証券取引所市場第一部に上場

平成12年３月 ㈱プライム・ディレクションの映像部門が東京都港区に㈱トゥーマックス(平成18年１月、㈱ミ

ディアに商号変更、現・連結子会社)として分社独立 

東京都港区にインターネット情報サービス(音楽配信・他)会社エイベックス ネットワーク㈱

(現・連結子会社)を設立

    ８月 「avex summer paradise 2000」を東京・国立代々木競技場全域を舞台にエイベックスのアーテ

ィストが大集結、２日間にわたり様々なジャンルのステージを開催

    11月 韓国のレコード会社S.M.エンタテインメントと日韓両国でのリリースに関するライセンス契約を

締結

平成13年１月 ㈱トゥーマックス企画・制作によるアニメ映画劇場版「頭文字[イニシャル]D Third Stage」を

劇場公開

    ７月 エイベックス ネットワーク㈱は東京都港区に㈱ソニー・ミュージックエンタテインメント、ビ

クターエンタテインメント㈱と携帯電話用ポータルサイトの共同事業新会社レーベルモバイル㈱

（現・持分法適用会社）を設立(後に東芝イーエムアイ㈱、ユニバーサルミュージック㈱他７社

が資本参加)

    ８月 東京ビックサイトにおいて「avex rave 2001」を開催

    10月 東京都渋谷区に新人アーティストの発掘・育成を目的としたエイベックス・アーティストアカデ

ミーを開校

平成14年１月 香港でAVEX ASIA  LIMITEDおよびAVEX TAIWAN  INC.の管理・統括を目的としてAVEX ASIA 

HOLDINGS LIMITED (現・連結子会社)が業務を開始

    ３月 東京都港区に自社ビル(用地を含む)を取得 

コピー防止機能付き音楽CD (CCCD/コピーコントロールCD)を発売

    ８月 全国８ヵ所10公演で「a-nation avex SUMMER FESTA 2002」を１ヶ月にわたり開催し、延べ25万

人を動員

    10月 ㈱アクシヴ「Màrm(マーム)プロジェクト」企画・制作による書籍「トツキトウカ」を発売し書

籍出版事業に本格参入

    11月 東京都目黒区に音楽スタジオ「prime sound studio form」を開設（エイベックス・エンタテイ

ンメント㈱保有）

平成15年３月 エイベックス ネットワーク㈱を100％出資子会社化

    ５月 「脱・レコード専業」をコンセプトにプロジェクト「20'08」を発足

    ７月 ７月19日から全国７ヵ所11公演で「a-nation avex SUMMER FESTA 2003」を開催し、延べ50万人

以上を動員

    10月 ㈱エレファント・ピクチャー（平成17年４月、エイベックス・エンタテインメント㈱と合併）を

設立 

クラッシック音楽に本格参入

    11月 本社前広場にて地域住民及び企業と協力の上、クリスマスイベント「aoyama christmas circus 

by avex group」を開催

平成16年１月 韓国の第４次日本大衆文化解放を受け、日本語歌詞の音楽CDを韓国で発売開始

    ２月 韓国のレコード会社S.M.エンタテインメントに資本参加

    ６月 スタンダード楽曲のジャンルに本格参入するため、新レーベル「J-more」を設立



 
  

年月 概要

平成16年７月 ７月31日から「a-nation avex SUMMER FESTA 2004」を全国５ヵ所で７公演開催し、延べ25万人

を動員

    ９月 中国での本格的な事業展開の第一歩として中国市場で携帯電話サービスを開始 

CCCDの採用を弾力化し、併せて次世代音楽パッケージ規格であるスーパーオーディオCD、DVDオ

ーディオの採用を積極化

    10月 会社分割により持株会社体制に移行 

（エイベックス㈱を、持株会社であるエイベックス・グループ・ホールディングス㈱（現・提出

会社）と新設会社エイベックス㈱（平成17年４月、エイベックス・エンタテインメント㈱に商号

変更、現・連結子会社）に分割） 

㈱エイベックス マネジメント サービス（現・連結子会社）を設立 

洋画作品を中心とした新映像レーベル「avex pictures」を設立

平成17年２月 avexグループとUSENグループが新人アーティスト発掘オーディション「a-motion‘05」を開催

    ４月 

 

    ５月 

    ６月 

 

    ７月 

 

    ８月 

    ９月 

平成18年１月 

    ２月 

    ３月 

    ４月

avexグループ各社の事業領域、事業構造、管理機能の再編を、avexグループの構造改革の成果と

して「エイベックス・グループ中期ビジョン」を発表 

中期経営計画を策定 

携帯電話に向けた本格的な会員有料音楽配信サービス「ミュゥモ」を開始 

エイベックス ネットワーク㈱が㈱Para.TV(現・連結子会社）の株式を取得し子会社化 

７月30日から「a-nation '05 powered by weider」を全国５ヵ所で７公演開催し、延べ24.5万人

を動員 

ＰＣ向け有料音楽配信サービス「＠MUSIC ミュゥモ」を開始 

Ｓ.Ｍ.エンタテインメントの第三者割当増資を引き受ける 

エイベックス所属アーティスト楽曲のメロディコール「avex calling♪ミュゥモ」を開始 

㈱ドワンゴ（現・持分法適用会社）と業務及び資本提携契約を締結 

㈱イーストとの合弁により㈱エイベックス＆イースト（現・持分法適用会社）を設立 

㈱角川春樹事務所との共同プロジェクト「女優オーディション」を実施



３ 【事業の内容】 

  
当社グループは、当社及び連結子会社15社並びに関連会社5社の合計21社により構成されており、ＣＣ事業（コンテン

ツ・クリエイティヴ事業）、ＰＣ事業（パッケージ・コミュニケーション事業）、ＮＣ事業（ネットワーク・コミュニ

ケーション事業）、ＬＣ事業（ライヴ・コミュニケーション事業）及びその他の事業を営んでおります。各々の事業に

おける主な事業内容、主要な連結子会社及び当該事業における位置づけは次のとおりであります。なお、事業の種類別

セグメントと同一の区分であります。 

また、従来、事業の種類別セグメントを音楽映像事業、その他の事業の2区分としておりましたが、平成17年4月1日の

グループ各社の構造改革（各事業領域及び事業構造・管理機能の再編）の実施に伴い、当社グループの社内管理区分を

ベースに、コンテンツ制作・製品・サービスの種類・性質、販売形態等の類以性を考慮してＣＣ事業（コンテンツ・ク

リエイティヴ事業）、ＰＣ事業（パッケージ・コミュニケーション事業）、ＮＣ事業（ネットワーク・コミュニケーシ

ョン事業）、ＬＣ事業（ライヴ・コミュニケーション事業）、その他の事業の5区分に変更いたしました。この変更は、

企業集団としての事業管理の実態をより明確に表示し、事業の種類別セグメント情報の有用性を高めるために行ったも

のであります。 

    

 
  

  

事業区分 主な事業内容 主要な連結子会社
CC事業(コンテンツ・ク
リエイティヴ事業)

音楽・映像のコンテンツ制作・宣伝、及びア
ーティスト・タレントのマネージメント事業

エイベックス・エンタテインメント㈱ 
㈱ミディア

PC事業(パッケージ・コ
ミュニケーション事業)

音楽・映像コンテンツの製造（パッケージ製
造）及び販売事業

エイベックス・マーケティング・コミュニケ
ーションズ㈱
AV EXPERIENCE AMERICA INC. 
AVEX ASIA HOLDINGS LIMITED 
AVEX ASIA LIMITED 
AVEX TAIWAN INC. 
AVEX ASIA PROPERTIES LIMITED 
AVEX HAWAII, INC.

NC事業(ネットワーク・
コミュニケーション事
業)

音楽・映像コンテンツの配信事業、会員制事
業ファンクラブ事業、マーチャンダイジング
事業

エイベックス ネットワーク㈱ 
㈱Para.TV

LC事業(ライヴ・コミュ
ニケーション事業)

ライヴ・コンサートの企画・制作事業 エイベックス・ライヴ・クリエイティヴ㈱

その他の事業 新人アーティストの開発・育成事業、スクー
ル事業（エイベックス・アーティスト アカ
デミー）、レストラン事業他

エイベックス・プランニング＆デベロップメ
ント㈱ 
㈱ヴェルファーレ・エンタテインメント



当社グループは、音楽・映像ソフトの企画・制作、製造及び販売並びに配信事業及びそれに関するサービス業務を 

主な事業としており、グループ各社の事業の系統図は、次のとおりであります。 
  
 

(注) ㈱エイベックス＆イーストについては当期には重要な営業取引は行われておりません。 

 



４ 【関係会社の状況】 

  

名   称 住   所
資 本 金 
(百万円)

主要な事業の
内容(注)1

議 決 権 の  
所有(被所有)割合

関  係  内  容 摘要
所有割合
(％)

被所有割
合(％)

(連結子会社)

 
エイベックス・ 
エンタテインメント㈱

 
 
東京都港区 
 

 
487

ＣＣ事業
(コンテンツ・
クリエイティ
ヴ事業)

100.0 0.0

当社は経営上の各種サービスの提供、
事務所の賃貸をしており、その対価と
してサービスフィーを収受しておりま
す。 
役員の兼任8名

 
(注)
3

 
エイベックス・ 
マーケティング・コミ
ュニケーションズ㈱

 
 
東京都港区 
 

 
200

ＰＣ事業 
(パッケージ・
コミュニケー
ション事業)

100.0 0.0

当社は経営上の各種サービスの提供を
しており、その対価としてサービスフ
ィーを収受しております。 
役員の兼任4名

 
(注)
3, 
5

 
エイベックス  
ネットワーク㈱

 
東京都港区

 
 

200 
 

ＮＣ事業
( ネ ッ ト ワー
ク・コ ミ ュ ニ
ケーション事
業)

100.0 0.0

当社は経営上の各種サービスの提供、
事務所の賃貸をしており、その対価と
してサービスフィーを収受しておりま
す。 
役員の兼任6名

 
(注)
5

 
エイベックス・ 
ライヴ・ 
クリエイティヴ㈱

 
東京都港区

 
30

ＬＣ事業
(ライヴ・ 
コミュニケー
ション事業)

100.0 0.0

当社は経営上の各種サービスの提供、
事務所の賃貸をしており、その対価と
してサービスフィーを収受しておりま
す。 
役員の兼任3名

エイベックス・ 
プランニング＆デベロ
ップメント㈱

東京都港区 20 その他の事業 100.0 0.0

当社は経営上の各種サービスの提供を
しており、その対価としてサービスフ
ィーを収受しております。 
役員の兼任4名

㈱ヴェルファーレ・ 
エンタテインメント

東京都港区
 
10
 
その他の事業 100.0

(100.0)
0.0

当社は経営上の各種サービスの提供を
しており、その対価としてサービスフ
ィーを収受しております。 
役員の兼任4名

 
(注)
2

㈱ミディア 東京都港区 10

ＣＣ事業
(コンテンツ・
クリエイティ
ヴ事業)

100.0
(100.0)

0.0

当社は経営上の各種サービスの提供を
しており、その対価としてサービスフ
ィーを収受しております。また、当社
より資金の貸付を行っております。 
役員の兼任5名

 
(注)
2

㈱エイベックス  
マネジメント  
サービス

東京都港区 10 全社 100.0 0.0

当社グループに対し、マネジネントサ
ービスを行っており、その対価として
当社より経営コンサルティング料を支
払っております。 
役員の兼任2名

㈱Ｐａｒａ.ＴＶ 東京都港区 64

ＮＣ事業
( ネ ッ ト ワー
ク・コ ミ ュ ニ
ケーション事
業)

50.9
(50.9)

0.0
――― 
 
役員の兼任2名
 

 
(注)
2

AV EXPERIENCE 
AMERICA INC.

米国ニューヨ
ーク州

千米ドル

3,170 

ＰＣ事業 
(パッケージ・
コミュニケー
ション事業)

100.0 0.0

当社グループに対し、音楽・映像情報
のサービスを提供しており、その対価
として当社よりサービスフィーを支払
っております。 
役員の兼任1名

AVEX ASIA LIMITED 中国 香港
香港ドル

2

ＰＣ事業 
(パッケージ・
コミュニケー
ション事業)

100.0
(100.0)

0.0
――― 
 
役員の兼任-名
 

 
(注)
2

AVEX TAIWAN INC. 台湾 台北

千NTドル

15,000 

ＰＣ事業 
(パッケージ・
コミュニケー
ション事業)

100.0
(100.0)

0.0
当社より資金の貸付を行っておりま
す。 
役員の兼任2名

 
(注)
2

AVEX ASIA HOLDINGS 
LIMITED

中国 香港
香港ドル

500,001

ＰＣ事業 
(パッケージ・
コミュニケー
ション事業)

100.0 0.0

AVEX ASIA LIMITED 及びAVEX TAIWAN 
INC.の管理・統括をしております。ま
た、当社より資金の貸付を行っており
ます。 
役員の兼任－名

AVEX ASIA  
PROPERTIES LIMITED 中国 香港

香港ドル

2

ＰＣ事業 
(パッケージ・
コミュニケー
ション事業)

100.0 0.0

AVEX HAWAII,INC.の管理・統括をして
おります。 
役員の兼任－名

 
 



  

 

 
  
  

名   称 住   所
資 本 金 
(百万円)

主要な事業の
内容(注)1

議 決 権 の  
所有(被所有)割合

関  係  内  容 摘要
所有割合
(％)

被所有割
合(％)

AVEX HAWAII,INC. 米国ハワイ州 千米ドル

2,000

ＰＣ事業 
(パッケージ・
コミュニケー
ション事業)

100.0
(100.0)

0.0
当社より資金の貸付を行っておりま
す。 
役員の兼任1名

 
(注)
2

(持分法適用関連会社)

 
レーベルモバイル㈱

 
 
東京都港区 
 

 
170 

ＮＣ事業
( ネ ッ トワー
ク・コ ミ ュ ニ
ケーション事
業)

19.5
(19.5)

0.0

――― 
 
役員の兼任1名

 
(注)
2

 
メモリーテック㈱

 
茨城県筑西市

 
1,377

ＰＣ事業 
(パッケージ・
コミュニケー
ション事業)

20.5 0.0

――― 
 
役員の兼任1名

 
 
㈱エル・カミノ・ 
 リアル

 
 
神奈川県横浜
市港北区

 
97

ＮＣ事業
( ネ ッ トワー
ク・コ ミ ュ ニ
ケーション事
業)

20.4
(20.4)

0.0

――― 
 
役員の兼任-名

 
(注)
2

 
 
㈱エイベックス 
 ＆イースト

 
東京都港区

 
80

ＣＣ事業
(コンテンツ・
クリエイティ
ヴ事業)

30.0 0.0

――― 
 
役員の兼任5名

 
㈱ドワンゴ

 
東京都中央区

 
10,026

ＮＣ事業
( ネ ッ トワー
ク・コ ミ ュ ニ
ケーション事
業)

20.9 0.0

――― 
 
役員の兼任-名

 
(注)
4

   (注) 1.主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

2.議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数を記載しております。

3. 
 
エイベックス・エンタテインメント㈱及びエイベックス・マーケティング・コミュニケーションズ㈱は特定子会社で
あります。

4.有価証券報告書を提出しております。
5. 
 
エイベックス・マーケティング・コミュニケーションズ㈱及びエイベックス ネットワーク㈱の2社は、各売上高(連
結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等は以下のとおりであります。

エイベックス・マーケティング・ 
コミュニケーションズ㈱

エイベックス ネットワーク㈱

① 売上高 55,380 百万円 ① 売上高 16,320 百万円

② 経常利益 1,352 〃 ② 経常利益 1,173 〃

③ 当期純利益 745 〃 ③ 当期純利益 746 〃

④ 純資産額 2,925 〃 ④ 純資産額 2,502 〃

⑤ 総資産額 22,422 〃 ⑤ 総資産額 7,182 〃



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

３ 従業員数が最近１年間において179名増加しておりますが、主として業容拡大に伴う定期採用等によるもの

であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

円満な労使関係にあり、労働組合は結成されておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

ＣＣ事業   (コンテンツ・クリエイティヴ事業) 414    ( 73)

ＰＣ事業    (パッケージ・コミュニケーション事業) 247     ( 40)

ＮＣ事業    (ネットワーク・コミュニケーション事業) 168     ( 55)

ＬＣ事業    (ライヴ・コミュニケーション事業) 23    (  4)

その他の事業  60     (106)

全社 144     ( 28)

合計 1,056    (306)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

137     ( 29) 35.2 5.6 6,890



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当期におけるわが国経済は、原油価格の高騰という懸念材料はあったものの、好調な企業収益と設備

投資の増大に支えられ、個人消費も緩やかながら回復基調を継続しております。 

音楽業界におきましては、平成17年4月から平成18年3月のＣＤ生産金額が、前年同期比3.3％増（社

団法人日本レコード協会調べ）となり、平成12年3月期以来減少し続けてきた市場規模が下げ止まりま

した。これは好調に推移している音楽配信を利用したユーザーが、「着うた®」で聞いた楽曲のシング
ルＣＤを購入するといった消費行動に出るなどシナジー効果を生み出し、音楽市場全体を活性化したた

めと分析されています。その「着うた®」は、平成14年12月のサービスを開始して以来、約3年間で累計
3億曲を超えるダウンロード数となり、音楽配信市場の形成をリードしております。さらに平成16年11

月にサービスインした1曲まるごと配信する「着うたフル®」も、約1年間で累計3千万曲を越えるダウン
ロード数を記録し順調に推移しております。さらに、アップル社の「ⅰTunes Music Store」は、平成

17年8月4日に日本でもオンラインストアをオープンし、ＰＣ音楽配信市場も拡大傾向にあります。 

一方映像ソフト業界におきましては、上半期において発売タイトルに大型作品が少なかったことなど

が影響して一般販売が振るわない状況でしたが、下半期は逆に大型タイトルが寄与し、上半期の落ち込

みを挽回しました。その結果、平成17年4月から平成18年3月のＤＶＤビデオソフトのみの売上金額が前

年同期比8.4％増となり、ビデオソフト全体としてはビデオカセットが大きく減少したことにより前年

同期比0.1％減（社団法人日本映像ソフト協会調べ）となっております。 

このような状況の下で当社グループは、「クリエイティヴ・ベースト・カンパニー」として更なる成

長を遂げるために、パッケージ販売を始め、音楽・映像配信、会員制ビジネス、コンサート・イベン

ト、マーチャンダイジング、ファンクラブ、メディアへの出演等、アーティストを取り巻くあらゆる活

動機会を通じて総合的にアーティスト個々のブランド価値を高めてまいりました。さらには映像コンテ

ンツビジネスを音楽コンテンツビジネスに次ぐ柱とすべく、当期では良質な映像コンテンツ製作・獲得

を推進し、製作した映画作品の公開を開始するとともに、公開後のＤＶＤパッケージ販売も手がけ始め

ました。その結果、当社グループの当期の連結売上高は、897億83百万円（前年同期比19.0％増）、営

業利益が86億円50百万円（前年同期比102.6％増）となりました。 
  
事業部門別の業績は次のとおりであります。 
① ＰＣ事業（パッケージ・コミュニケーション事業） 

当期における音楽レーベル売上高を前年同期と比較しますと、ＣＤアルバム・シングルともに1

タイトル当りの販売枚数が増えたことやＤＶＤ付等の高付加価値商品の投入による単価上昇によ

り、全体で前年同期比21.7％増加いたしました。 

一方映像レーベル売上高は、ＣＤアルバムの売上は減少したものの、ＤＶＤ売上が増加したた

め、前年同期比13.7％増加いたしました。 

しかしＰＣ事業全売上高に占める高付加価値商品の割合の増加は、製造原価率の上昇の要因とも

なりました。 

その結果、ＰＣ事業（セグメント間消去前）では、売上高581億79百万円（前年同期比15.5％

増）、営業利益11億71百万円（前年同期比23.8％減）となりました。 

② ＮＣ事業（ネットワーク・コミュニケーション事業） 

当期においても、携帯電話での有料音楽配信「着うた®」、「着ムービー®」等は、当社楽曲でダ
ウンロード数が6,010万件、「着うたフル®」は644万件と順調に推移しております。さらに当社グ
ループでは、自社で運営する会員制有料音楽配信サービス「ミュゥモTM」に優位性を確保しつつ、

当社の保有コンテンツを他社サイトへも供給し、ユーザーの購買機会の拡大に努めてまいりまし

た。また事業の拡大に伴い、人員の増強や販促宣伝の強化を図ってまいりました。 

この結果、ＮＣ事業（セグメント間消去前）では、売上高163億42百万円（前年同期比69.5％

増）、営業利益10億29百万円（前年同期比12.2％増）となりました。 

③ ＬＣ事業（ライヴ・コミュニケーション事業） 

当期は、前年同期と比較して、コンサートツアーを行った所属アーティストが増加しましたが、

外部の招聘アーティストのコンサートの減少をカバーするには至りませんでした。その結果、ＬＣ

事業（セグメント間消去前）においては、売上高66億47百万円（前年同期比10.1％減）、営業利益

1億96百万円（前年同期比20.9％減）となりました。 

④ ＣＣ事業（コンテンツ・クリエイティヴ事業） 

多様化するユーザー嗜好にマッチしたコンテンツ供給とプロモーション活動、さらにパッケージ

販売と音楽配信のシナジー効果を狙った施策の効果等により、ＰＣ事業のパッケージ販売とＮＣ事



業の音楽配信からのコンテンツ印税収入が増加し、原価率も改善しました。その結果、ＣＣ事業

（セグメント間消去前）においては、売上高474億59百万円（前年同期比24.0％増）、営業利益60

億97百万円（334.3％増）となりました。 

⑤ その他事業 

その他事業は、新人アーティストの開発・育成事業、スクール事業（エイベックス アーティス

トアカデミー）、レストラン事業、不動産事業等であります。当期はレストラン事業が減収とな

り、その他事業（セグメント間消去前）において、売上高23億1百万円（前年同期比16.1％減）、

営業損失25百万円（前年同期比66百万円損失減）となりました。 
  
(2) キャッシュ・フローの状況 

当期末における現金及び現金同等物は、54億86百万円（前年同期比1億28百万円増）となりまし

た。各区分毎のキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

(営業活動におけるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果、増加した資金は、34億50百万円（前年同期比24億17百万円減）となりました。

これは主に、税金等調整前当期純利益が82億32百万円（前年同期比56億39百万円増）と大幅に増加

したものの、売上債権の増加が67億94百万円（前年同期比で77億17百万円増）となったためであり

ます。 

(投資活動におけるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、減少した資金は、116億44百万円（前期は6億53百万円の収入）となりました。 

これは主に、投資有価証券の取得による支出109億55百万円並びに有形固定資産の取得による支出

16億72百万円によるもので、このうち関連会社株式の取得によるものが104億45百万円であります。

また、有形固定資産の取得は本社ビルリニューアル改装工事等4億22百万円、本社隣接ビル取得手付

金2億54百万円並びにスタジオ増床工事代金1億36百万円等によるものであります。 

(財務活動におけるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果、増加した資金は82億75百万円（前期は47億45百万円の支出）となりました。 

これは主に、長期借入による収入50億円並びに短期借入金の増加79億99百万円により資金が増加

したもので、当期中に長期借入金30億1百万円の返済のほか、配当金17億17百万円の支払いをいたし

ました。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメント別に示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。なお、音楽・映像パッケージの生産の内、コンテンツの制作はＣＣ事

業（コンテンツ・クリエイティヴ事業）で受け持っておりますが、正確な数値の記載が困難なため合計額を

記 

載しております。 

２ 上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

４ 事業区分の変更 

 従来、事業の種類別セグメントを「音楽映像事業」、「その他の事業」の2区分としておりましたが、平

成17年4月1日のグループ各社の構造改革（各事業領域及び事業構造・管理機能の再編）の実施に伴い、当  

社グループの社内管理区分をベースに、コンテンツ制作・製品・サービスの種類・性質、販売形態等の類似

性を考慮して「ＣＣ事業（コンテンツ・クリエイティヴ事業）」、「ＰＣ事業（パッケージ・コミュニケー

ション事業）」、「ＮＣ事業（ネットワーク・コミュニケーション事業）」、「ＬＣ事業（ライヴ・コミュ

ニケーション事業）」、「その他の事業」の5区分に変更いたしました。変更の内容につきましては、「セ

グメント情報 事業の種類別セグメント情報」に記載されているとおりであります。 

(2) 受注実績 

該当事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメント別に示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

 
２ 上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。 

３ 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

４ 事業区分の変更 

 従来、事業の種類別セグメントを「音楽映像事業」、「その他の事業」の2区分としておりましたが、平

成17年4月1日のグループ各社の構造改革（各事業領域及び事業構造・管理機能の再編）の実施に伴い、当  

社グループの社内管理区分をベースに、コンテンツ制作・製品・サービスの種類・性質、販売形態等の類似

性を考慮して「ＣＣ事業（コンテンツ・クリエイティヴ事業）」、「ＰＣ事業（パッケージ・コミュニケー

ション事業）」、「ＮＣ事業（ネットワーク・コミュニケーション事業）」、「ＬＣ事業（ライヴ・コミュ

ニケーション事業）」、「その他の事業」の5区分に変更いたしました。変更の内容につきましては、「セ

グメント情報 事業の種類別セグメント情報」に記載されているとおりであります。 

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

 ＰＣ事業(パッケージ・コミュニケーション事業) 59,262 118.5

合計 59,262 118.5

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

ＣＣ事業(コンテンツ・クリエイティヴ事業) 8,980 106.1

ＰＣ事業(パッケージ・コミュニケーション事業) 57,935 116.6

ＮＣ事業(ネットワーク・コミュニケーション事業) 15,619 181.5

ＬＣ事業(ライヴ・コミュニケーション事業) 5,802 86.5

その他の事業 1,444 74.6

合計 89,783 119.0

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

㈱星光堂 9,436 12.5 11,713 13.0



３ 【対処すべき課題】 

 当社グループは、現在も進めております構造改革の成果を糧に、エンタテインメント・ビジネスのリ

ーディングカンパニーを目指し、クリエイティヴとコミュニケーションを強化することにより、新たな

ブランドを創生し、その循環をシームレスに行い、企業価値を高めるために、以下の項目を対処すべき

課題として取り組んでまいります。 

① クリエイティヴ・ベースト・カンパニーへの進化 

社員全員を対象として、“創造性”を発揮した人への報奨制度「クリエイティヴ・ポケット・ア

ワード」を新設。コンテンツ制作のクリエイティヴだけでなく、当社グループ内のあらゆる業務に

おいて、クリエイティヴ能力を発揮した社員を表彰する。これを動機付けとして、多くの社員がそ

の能力を発揮し、当社グループ全体が常に活性化していくこと。 

② コミュニケーション戦略の強化 

クリエイティヴによって創り出されたコンテンツをパッケージ、配信、コンサート及びメディア

等、あらゆる機会を通して提供していくこと。さらに顧客と双方向で情報交換を行い、様々なニー

ズを獲得していき、その情報交換の場を日本のみならずアジア全体に広げていくこと。 

③ ブランディング戦略の強化 

個々のアーティストの特性を活かしたビジネス戦略を構築し、音楽だけでなく映像、ファッショ

ン等の分野にも展開を図り、そのアーティストのブランドを確立する。さらに音楽映像事業におい

ては、レーベルカラーを強化し、様々なレーベルを打ち出し、顧客セグメント拡大と当該顧客層へ

のブランド訴求を同時に行っていくこと。 

④ 人材育成の強化 

戦略、組織、諸制度といったハード部分の構造改革を具現化していくためには、思考、行動とい

った人材に関わるソフト部分の改革が不可欠であると考え、単なるスキルアップや知識習得にとど

まらない、部門を超えた実際の課題を外部からファシリテーターを招き、グループ内選抜のクロス

ファンクショナル・チームにより解決していく研修をスタート。検討内容を報告書にまとめ、マネ

ジメントに対しプレゼンテーションを実施。 



４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

① 主要アーティストの動向について 

当社グループは、音楽・映像ソフトの制作・販売を主な業務内容としております。当社グループ

の主要事業である音楽ＣＤ・ＤＶＤ及び音楽配信の売れ行きは、ユーザーの音楽的嗜好に左右され

ることが多いことから、当社グループの業績は、ヒット作品の有無に影響を受ける傾向にありま

す。 

 従って、主要アーティストと継続して契約できるかどうか、当社グループと契約を締結した主要

アーティストがヒット作品を出せるかどうか、及び新人アーティストの発掘・育成が順調に行わ

れ、主要アーティストとして成長するかによって、業績が大きく変動する可能性があります。 

② 海外市場への事業展開について  

当社グループの音楽・映像事業は主にアジア圏を中心に展開しており、今後大きく成長が期待さ

れる中国本土にも進出を開始しております。 

 そのため諸外国において、政治的・経済的要因、法律・規則要因、不利な租税要因、テロ・戦争

等による社会的混乱などによる予期しえない事由が発生した場合には、当社グループの業績に影響

を及ぼす可能性があります。 

③ 再販売価格維持制度について 

当社グループの主力製品である音楽ＣＤの小売価格については、独占禁止法第24条の2（再販売

価格維持契約）に規定する著作物として、再販売価格の決定・維持についての独占禁止法の適用除

外を受けております。 

 政府の知的財産戦略本部では、平成15年3月1日に施行された「知的財産基本法」に基づき、知的

財産立国の実現をめざした集中的な改革を進めております。その中でコンテンツ・ワーキンググル

ープに対し再販問題に関しての検討が委ねられ、同グループより「音楽ＣＤにおける再販価格維持

制度の見直し」が報告されています。 

 仮に、再販売価格維持制度がなくなった場合、レコード業界全体としては相当の影響があると思

われますが、それを予測することは困難であり、当社グループにおいてもその影響度を予測するこ

とは困難であります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

(1) 特約店契約 

  

 
  

(2) 原盤権使用許諾契約 

原盤権使用許諾契約により、日本国内において録音物および録画物の複製権の許諾を受けている主要

な相手は、下記のとおりであります。 

１ Walt Disney Records 

２ Hollywood Records 

３ Time S.R.L. 

４ Contini S.R.L. & Rorers S.A.S. 

５ Delta S.R.L. 

６ S.M.EntertainmentCo.,Ltd. 

７ Unique Corp.,Inc. 

８ All Around The World Productions LTD. 

 なお、契約会社は全てエイベックス・エンタテインメント㈱であります。 

 また、S.M.Entertainment Co.,Ltd.には、原盤権使用許諾契約により韓国国内において録音物および

録画物の複製権を許諾しております。なお、契約会社はAVEX ASIA LIMITEDであります。 

  

契約会社名 相手方の名称 国名 契約内容 契約期間

㈱エイベックス・マーケ
ティング・コミュニケー
ションズ（旧㈱エイベッ
クス・ディストリビュー
ション）

株式会社星光堂 日本
録音物及び録画物の
売買取引契約

自：平成18年２月25日
至：平成19年２月24日
(但し、契約期間満了前２カ月まで
に相互に何等の意思表示がない場
合は、１カ年間自動継続されるも
のとし、その後も同様とする。)



６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

（１）経営成績についての分析 

① 概況 

当社グループでは、当初、当期のレコード業界において、携帯電話やＰＣによる音楽配信の急

拡大による影響を受け、市場規模の減少を予想していました。 

 しかし、音楽配信ユーザーが「着信うた」で聞いた曲のシングルＣＤを購入するといった、パ

ッケージと配信のシナジー効果も現われ、音楽市場全体を押し上げました。一方、急速に普及し

ているデジタル・オーディオ・プレイヤー所有者のＰＣ配信利用率は、未だ低位で推移してお

り、ＣＤからのダウンロードが殆どを占めている状況であります。 

その結果、当期（平成17年4月～平成18年3月）のレコード業界におけるＣＤ生産金額は、前年

同期比3.3％増（社団法人日本レコード協会調べ）となりました。 

② 売上高 

当期の連結売上高は、897億83百万円（前年同期比19.0％増）と過去最高を達成しました。 

当社グループはアーティスト・マネージメント機能とレコード会社機能を併せ持っているという

強みを生かし、ＤＶＤ付やフォトブック付といった高付加価値ＣＤを積極的に展開しました。さ

らにパッケージ販売に先行して配信を行い、プロモーション効果を狙うといった、相互のシナジ

ー効果を追求してまいりました。 

その結果、ＰＣ事業（前年同期比15.5％増）、ＮＣ事業（前年同期比69.5％増）両事業とも増

収に貢献いたしました。 

③ 売上原価 

当期の売上原価は、523億61百万円（前年同期比8.3％増）となりました。 

パッケージ商品の高付加価値化は、ユーザーにとって好みのアーティストに対する嗜好度合いを

反映する選択肢を提供し、１タイトル当たり販売数量の増加に繋がっております。この結果、売

上原価率は前期より5.8％改善し、58.3％となりました。 

④ 売上総利益 

当期の売上総利益は、374億22百万円（前年同期比38.3％増）となりました。 

⑤ 販売費及び一般管理費 

当期は、売上増加のための広告宣伝費93億79百万円（前年同期比32.4％増）及び販売促進費16

億14百万円（前年同期比39.8％増）、業績連動型賞与制度の採用による賞与引当金繰入額16億69

百万円の計上等があり、販売費及び一般管理費全体で287億71百万円（前年同期比26.2％増）とな

りました。 

⑥ 営業利益 

営業利益は、86億50百万円（前年同期比102.6％増）となりました。 

⑦ 営業外収益及び費用 

営業外収益は、前期に比べ1億71百万円増加し、6億44百万円（前年同期比36.3％増）となりま

した。これは、主として持分法による投資利益が2億18百万円増加したことによるものです。 

営業外費用は、前期に比べ74百万円減少し、2億36百万円（前年同期比23.9％減）となりまし

た。 

⑧ 経常利益 



経常利益は90億58百万円（前年同期比104.4％増）となりました。 

    ⑨ 特別利益及び損失 

特別損益は、ディスコ、レストラン事業を運営している「velfarre」において、定期借地権の

満了に伴って発生が見込まれる営業損失等に備え事業閉鎖損失引当金繰入額7億77百万円を計上し

たこと等により、8億25百万円の損失（純額）となりました 

⑩ 税金等調整前当期純利益 

税金等調整前当期純利益は82億32百万円（前年同期比217.5％増）となりました。 

⑪ 法人税等 

法人税等は、前期の17億56百万円から、当期は37億51百万円となりました。主な増加要因は、

税引前当期純利益が増加したことによるものであります。 

⑫ 少数株主利益 

当期より連結の範囲に含めた㈱Para.TVの外部株主に帰属する利益として2百万円計上しており

ます。 

⑬ 当期純利益 

当期純利益は、前期に比べ36億42百万円増加し、44億78百万円（前年同期比435.７％増）とな

りました。 



（２）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

① 資金需要 

当社グループでは、「アジア最強のクリエイティヴとコミュニケーション能力をもつエンタテ

インメント・ブランド企業へと進化すること」という中期ビジョンのもと、新しい音楽ジャンル

や映像事業及びアジア市場における事業拡大のための投資を積極的に行い、当該事業領域におけ

る資金需要の増加を見込んでおります。 

② 財務政策 

当社グループは現在、運転資金及び設備投資資金については、内部留保または借入による資金

調達を行っております。 

短期借入金につきましては、当社は取引銀行2行とコミットメントライン契約を締結しており、

当期は融資枠を50億円増額し、150億円といたしました。なお、当該契約に基づく期末現在の借入

実行残高はありません。また、コミットメントライン契約の融資枠以外に、株式会社ドワンゴと

の業務及び資本提携に基づく同社株式取得のため、100億円の資金調達を行いました。 

長期借入金につきましては、当期は長期の運転資金を確保するため、50億円の資金調達を行い

ました。また、本社ビル購入に伴う借入金30億円の返済を行っております。なお、金利はすべて

固定化しております。 

今後、増加していく運転資金の需要及び投資好機に迅速に対応し、より安定的で低コストの資

金調達が可能となるよう財務体質の強化に努め、必要時にはその時々の経済環境、金融情勢を勘

案し、最適な資金調達を実施したいと考えております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度において実施しました設備投資の総額は23億84百万円であります。その内訳は、有形固

定資産への投資が16億27百万円並びにソフトウエアに対する投資が7億57百万円であります。なお、有形

固定資産への投資は、主に全社管理部門における本社ビルリニューアル改装工事等4億22百万円、その他

の事業における不動産取得のための投資3億90百万円等によるものであります。また、ソフトウエアへの

投資は、主に全社管理部門における会計システムへの投資2億88百万円、ＮＣ事業（ネットワーク・コミ

ュニケーション事業）におけるモバイル配信用システム開発費1億75百万円等であります。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

(平成18年３月31日現在) 

 
  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業 
員数 
(名)

建物 
及び 
構築物

機械装置
及び 
運搬具

土地 
(面積㎡)

工具 
器具備品

合計

本社事務所 
(東京都港区)

全社共通事業
事務所内装及びパ
ソコン機器等

2,883 44
18,613
(3,895.97)

370 21,897
137
(29)

厚生設備 
(長野県小諸市) 
(東京都町田市) 
(米国ハワイ) 他

全社共通事業 保養所および社宅 192 0
70

(18,036.96)
0 264

―
(―)



(2) 国内子会社 

(平成18年３月31日現在) 

 
  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業 
員数 
(名)

建物 
及び 
構築物

機械装置
及び 
運搬具

土地 
(面積㎡)

工具 
器具備品

合計

エ イ ベ ッ ク

ス・エンタテ

インメント㈱

ヴェルファーレ
麻布 
(エイベックス
スタジオ麻布) 
(東京都港区)

ＣＣ事業 
（コンテンツ・ 
クリエイティヴ
事業）

スタジオ設備・機
材等

146 7 ― 23 177
―
(―)

青山ダンス 
スタジオ 
(エイベックス
ダンスレッスン
スタジオ) 
(東京都港区)

ＣＣ事業 
（コンテンツ・ 
クリエイティヴ
事業） 
 

スタジオ設備 16 ― ― 0 17
―
(―)

本社事務所 
(東京都港区)

ＣＣ事業 
（コンテンツ・ 
クリエイティヴ
事業）

事務所内装および 
スタジオ設備・ 
機材等

158 29 ― 79 267
406
(53)

プライム・ 
サウンド 
スタジオ青山 
(東京都港区)

ＣＣ事業 
（コンテンツ・ 
クリエイティヴ
事業）

スタジオ設備・ 
機材等

23 ― ― 1 25
―
(―)

prime sound  
studio form 
(東京都目黒区)

ＣＣ事業 
（コンテンツ・ 
クリエイティヴ
事業）

スタジオ設備・ 
機材等

359 ―
41
(198.56)

6 406
―
(―)

エ イ ベ ッ ク
ス・プランニ
ング＆デべロ
ップメント㈱

本社事務所 
(東京都港区)

その他の事業
スタジオ設備・ 
機材およびアーテ
ィスト用車両

9 3 ― 2 15
16
(3)

エイベックス・ 
アーティスト 
アカデミー 
(東京都渋谷区)

その他の事業

スタジオ設備・ 
機材 
ならびにパソコン
機器等

100 ― ― 13 114
10
(11)

mu-MU銀座他 
(東京都中央区)
(東京都新宿区)

その他の事業
店舗内装および 
厨房器具等

83 ― ― 5 89
8

(―)

エ イ ベ ッ ク
ス・マーケテ
ィング・コミ
ュニケーショ
ンズ㈱

本社事務所 
(東京都港区)

ＰＣ事業 
（パッケージ・ 
コミュニケーシ
ョン事業）

事務所内装および 
パソコン機器等

20 ― ― 22 42
136
(28)

大阪営業所 
(大阪府大阪市) 
他国内４営業所

ＰＣ事業 
（パッケージ・ 
コミュニケーシ
ョン事業）

事務所内装・ 
パソコン機器等

8 ― ― 1 10
39
(9)

エイベックス 
ネットワーク
㈱

本社事務所 
(東京都港区)

ＮＣ事業 
（ネットワー
ク・コミュニケ
ーション事業）

事務所内装および 
パソコン機器等

105 5 ― 91 202
159
(55)

サーバールーム 
(東京都豊島区)
(東京都中央区)

ＮＣ事業 
（ネットワー
ク・コミュニケ
ーション事業）

サーバー・ 
ネットワーク機器
等

― ― ― 161 161
―
(―)



(3) 在外子会社 

(平成18年３月31日現在) 

 
(注) １ 現在休止中の主要な設備はありません。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人数であります。 

３ 提出会社の本社事務所には賃貸営業用資産を含んでおります。 

４ 上記の他、主要な賃借設備の内容は、下記のとおりであります。 

国内子会社 

 
  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業 
員数 
(名)

建物 
及び 
構築物

機械装置
及び 
運搬具

土地 
(面積㎡)

工具 
器具備品

合計

AVEX ASIA  
LIMITED

本社事務所 
(中国香港)

ＰＣ事業 
（パッケージ・ 
コミュニケーシ
ョン事業）

事務所内装・社用
車およびパソコン
機器等

1 ― ― 2 3
20
(―)

AVEX TAIWAN 
INC.

本社事務所 
(台湾台北市)

ＰＣ事業 
（パッケージ・ 
コミュニケーシ
ョン事業）

事務所内装・パソ
コン機器および営
業用車両等

― 3 ― 5 9
47
(2)

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別
セグメント
の名称

設備の内容
年間リース料
(百万円)

リース契約残高 
(百万円)

エイベックス・
エンタテインメ
ント㈱

ヴェルファーレ 
(ディスコ) 
(東京都港区)

その他の事業
建物および
建物付属設
備

167 27

プライムサウンド
スタジオＦＯＲＭ 
（東京都目黒区）

ＣＣ事業 
（コ ン テ ン
ツ・クリ エイ
ティヴ事業）

スタジオ
機材

51 83



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

ＮＣ事業（ネットワーク・コミュニケーション事業）における会員制ビジネスサイト「ミュゥモ」の

拡充やＥＣサイトリニューアル等のソフトウェア投資に9億円、その他の事業におけるレストラン新店

舗出店のための投資に2億円を予定しております。 

  

  

(2) 重要な設備の除却等 

経常的な設備の除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めております。 

なお、平成18年6月25日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、当該定めは削除されました。 

  

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

① 平成17年６月26日第18期定時株主総会特別決議 

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 184,631,000

計 184,631,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月26日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 46,157,810 46,157,810
東京証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 46,157,810 46,157,810 ― ―

事業年度末現在
（平成18年３月31日）

提出日の前月末現在
（平成18年５月31日）

新株予約権の数（個） ― 7,600

新株予約権の目的となる株式の種類 ― 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） ― 760,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） ― 340,000

新株予約権の行使期間 ―
自 平成20年７月１日
至 平成27年６月25日

新株予約権の行使により株式を発行する場
合の株式の発行価格及び資本組入額（円）

―
発行価格  3,400
資本組入額 1,700

新株予約権の行使の条件 ― ・新株予約権者は、新株予約権の行使時に
おいて、当社及び当社子会社の取締役及び
従業員地位を保有していることを要する。
ただし、任期満了による退任、定年による
退職の場合にはこの限りではない。

・新株予約権の質入れ、その他の処分及び
相続は、これを認めない。

・新株予約権に関するその他の条件に 
ついては、第18期定時株主総会決議及び取
締役会決議に基づき、当社と対象者の間で
締結する新株予約権割当契約に定めるとこ
ろによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 ―
新株予約権を譲渡するには取締役会の承認
を要する。



② 平成17年６月26日第18期定時株主総会特別決議 

 
※1 平成18年6月6日に340,500円と決定いたしました。 

※2 平成18年6月6日に3,405円と決定いたしました。 

※3 平成18年6月6日に1,703円と決定いたしました。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 株式分割(無償交付・割当比率１：２)による増加 

     ２ 資本準備金の増加は、平成17年4月1日付のグループ再編に伴う分割資産・負債の受入によるものでありま 

     す。 

事業年度末現在
（平成18年３月31日）

提出日の前月末現在
（平成18年５月31日）

新株予約権の数（個） ― 2,295

新株予約権の目的となる株式の種類 ― 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） ― 229,500

新株予約権の行使時の払込金額（円） ― 未定（※1）

新株予約権の行使期間 ―
自 平成20年７月１日
至 平成27年６月25日

新株予約権の行使により株式を発行する場
合の株式の発行価格及び資本組入額（円）

―
発行価格  未定（※2） 
資本組入額 未定（※3）

新株予約権の行使の条件 ― ・新株予約権者は、新株予約権の行使時に
おいて、当社又は子会社との契約関係があ
ることを要する。ただし、任期満了による
退任、定年退職その他正当な事由がある場
合はこの限りではない。

・新株予約権の質入れ、その他の処分及び
相続は、これを認めない。

・新株予約権に関するその他の条件につい
ては、第18期定時株主総会決議及び取締役
会決議に基づき、当社と対象者の間で締結
する新株予約権割当契約に定めるところに
よる。

新株予約権の譲渡に関する事項 ―
新株予約権を譲渡するには取締役会の承認
を要する。

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成13年11月20日 
       (注)１

23,078,905 46,157,810 ― 4,229 ― 5,001

平成17年４月１日 
       (注)２ 

― 46,157,810 ― 4,229 75 5,076



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式3,211,333株は、「個人その他」に32,113単元、「単元未満株式の状況」に33株含まれておりま

す。 

  なお、平成18年３月31日現在の実質保有株式数は3,211,333株であります。 

２ 「その他の法人」および「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ29単元

および90株含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 当社は平成18年３月31日現在自己株式を3,211千株(6.95％)所有しており、上記大株主からは除外しており

ます。 

２ ㈲マックス2000及び㈲ティーズ・キャピタルはそれぞれ、当社代表取締役社長松浦勝人及び常務取締役小林

敏雄が代表取締役を務めております。 

３ 日本トラスティ・サービス信託銀行㈱及び日本マスタートラスト信託銀行㈱及の所有株式数のうち、信託業

務に係る株式数はそれぞれ4,125,600株及び1,953,200株であります。 

４ 千葉龍平の所有株式数のうち、632,100株については、㈱USENによる質権が設定されております。 

  

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

0 70 37 172 114 11 25,191 25,595 ―

所有株式数 
(単元)

0 122,463 6,215 73,828 70,963 138 186,190 459,797 178,110

所有株式数 
の割合(％)

0 26.64 1.35 16.06 15.43 0.03 40.49 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

㈱ＵＳＥＮ 東京都千代田区永田町２―11―１ 4,631 10.83

日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱(信託口)

東京都中央区晴海１―８―11 4,130 9.65

日本マスタートラスト信託銀行 
㈱(信託口)

東京都港区浜松町２―11―３ 2,449 5.72

松  浦    勝 人 東京都大田区田園調布５－16－８ 2,235 5.22

小 林   敏 雄 東京都港区六本木５―15―12―603 2,235 5.22

指定単受託者三井アセット 
信託銀行㈱１口 
(常任代理人 日本トラスティ・
サービス信託銀行㈱)

東京都中央区晴海１―８―11 1,367 3.19

㈲マックス2000 東京都大田区田園調布５―16―８ 1,150 2.68

㈲ティーズ・キャピタル 東京都港区六本木５―15―12―603 1,150 2.68

ゴールドマン・サックスインタ
ーナショナル（常任代理人 ゴー
ルドマン・サックス証券東京支
店）

東京都港区六本木６―10―１六本木ヒルズ森
タワー

1,149 2.68

千 葉  龍 平
東京都千代田区永田町２―11―１
㈱ＵＳＥＮ財務企画部気付

768 1.66

計 ― 21,268 46.08



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,900株(議決権29個)含ま

れております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式33株、証券保管振替機構名義の株式90株が含まれ

ております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

3,211,300
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

42,768,400
427,684 同上

単元未満株式
普通株式

178,110
― 同上

発行済株式総数 46,157,810 ― ―

総株主の議決権 ― 427,684 ―

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
エイベックス・グループ・
ホールディングス㈱

港区南青山３―１―30 3,211,300 ― 3,211,300 6.95

計 ― 3,211,300 ― 3,211,300 6.95



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

当該制度は、旧商法第280条ノ20および旧商法第280条ノ21の規定に基づき、当社及び子会社の取締役

及び従業員に対してストックオプションとして無償で新株予約権を発行することを平成17年６月26日の

定時株主総会において特別決議されたものであります。 

当制度の内容は、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 付与対象者の区分および人数の詳細は当定時株主総会後の取締役会で決議いたします。 

２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとし、その調

整の時期は株式分割においてはその基準日の翌日、株式併合においてはその効力発生の日とする。ただし、

かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式数についてのみ

行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

 
３ １株当たりの払込金額(以下「払込金額」という)は、新株予約権発行の日の属する月の前月各日(取引が成

立しない日を除く)の東京証券取引所における当社株式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、

１円未満の端数は切り上げる。ただし、その価額が新株予約権発行の日の終値(取引が成立しない場合はそ

れに先立つ直近日の終値)を下回る場合は、新株予約権発行の日の終値を払込金額とする。 

なお、新株予約権発行後、当社が株式の分割または併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、

調整による１円未満の端数は切り上げる。 

 
また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行(ただし、時価発行として行う公募増

資、新株予約権および新株予約権証券の行使に伴う株式の発行を除く)を行う場合は、次の算式により払込

金額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。 

 
  

決議年月日 平成17年６月26日

付与対象者の区分および人数 当社及び子会社の取締役及び従業員並びに外部契約者

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 2,000,000株を上限とする。(注)１

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たりの払込金額に新株予約権１個の株式数(100株)を乗じた金額

(注)２

新株予約権の行使期間 平成20年７月１日～平成30年６月30日

新株予約権の行使の条件 ①新株予約権の割当を受けた者(以下「新株予約権者」という)は、権利

行使時においても、当社または子会社の取締役もしくは従業員の立場

にあるか、当社又は子会社との契約関係があることを要す。ただし、

任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合はこの限

りではない。

②新株予約権者が死亡した場合、その相続人による新株予約権の行使は

認めない。

③新株予約権の質入その他一切の処分は認めない。

④その他の条件については、本株主総会および取締役会決議に基づき、

当社と付与対象者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定める

ところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要するものとする。

 調整後株式数＝調整前株式数×分割又は併合の比率

 調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割又は併合比率

既発行 
株式数

＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後 
払込金額

＝
調整前 
払込金額

×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却または償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  



３ 【配当政策】 

当社グループは、株主の皆様に対する長期的かつ総合的な利益還元の実施を経営上の最も重要な施策の一つとし

て捉えており、また、将来の企業価値向上のために、新規事業への投資、企業内インフラ整備などの投資につきま

しても積極的に行ってまいります。 

  

(注) 当期の中間配当に関する取締役会決議日 平成17年11月18日 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) １ □印は株式分割権利落後の株価であります。 

２ 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第１部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第１部におけるものであります。 

  

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高(円)
11,070
□4,850

3,120 2,500 1,997 3,930

最低(円)
6,800
□2,740

1,128 900 990 1,376

月別
平成17年 
10月

11月 12月
平成18年
１月

２月 ３月

最高(円) 2,610 2,875 3,320 3,520 3,930 3,470

最低(円) 1,950 2,390 2,800 2,870 2,955 2,760



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

代表取締役 
社長

松 浦 勝 人 昭和39年10月１日

昭和63年４月 当社設立、取締役

3,385

平成３年３月 当社専務取締役

平成８年３月 当社商品事業本部長

平成12年６月 当社執行役員

平成14年８月 当社製作宣伝事業本部長

平成16年８月 当社専務及び取締役辞任

平成16年８月 当社執行役員

平成16年９月 当社代表取締役社長(現任)

平成17年４月 エイベックス・エンタテインメント

㈱代表取締役社長(現任)

 

 

平成17年10月 

 

平成18年３月 

 

エイベックス・プランニング＆デベ

ロップメント㈱取締役(現任) 

エイベックス ネットワーク㈱代表

取締役会長(現任) 

㈱エイベックス＆イースト代表取締

役社長(現任)

代表取締役 
副社長

千 葉 龍 平 昭和39年４月11日

平成２年３月 ㈱クリエイティブマックス入社

768

平成４年９月 同社取締役

平成６年８月 同社常務取締役

平成７年７月 ㈱ホワイト・アトラス(現：エイベ

ックス・プランニング＆デベロップ

メント㈱)入社 

同社代表取締役社長

平成９年10月 同社顧問

平成11年７月 同社代表取締役社長

平成12年６月 当社グループ執行役員

平成14年６月 当社常務取締役、執行役員

平成15年６月 当社制作宣伝事業本部副本部長

平成16年８月 当社常務及び取締役辞任

平成16年８月 ㈱アクシヴ(現：エイベックス・プ

ランニング＆デベロップメント㈱)

代表取締役社長及び取締役辞任

平成16年８月 ㈱アクシヴ代表取締役社長

平成16年９月 当社代表取締役副社長(現任)

平成17年４月 エイベックス・エンタテインメント

㈱代表取締役副社長(現任)

上級執行 
取締役

コーポレート 
企画本部長、 
コンプライ 
アンス委員長

荒 木 隆 司 昭和32年６月16日

昭和56年４月 ㈱東京銀行(現：㈱三菱東京ＵＦＪ

銀行)入行

632

平成３年９月 スパークス投資顧問㈱(現：スパー

クス・アセット・マネジメント投信

㈱)入社

平成４年５月 同社取締役

平成４年５月 同社常務取締役

平成７年１月 ㈱インテラセット設立、代表取締役

(現任)

平成７年４月 スパークス投資顧問㈱(現：スパー

クス・アセット・マネジメント投信

㈱)退社

平成10年７月 ㈱キャピタルマネジメント(現：㈱

キャピタルアーツ)設立、代表取締

役

平成14年７月 ㈱ラ・マルカ設立、代表取締役

平成16年９月 当社上級執行取締役(現任)

平成16年10月 当社コンプライアンス委員長(現任)

㈱エイベックス マネジメント サ

ービス代表取締役社長(現任)

平成17年４月 エイベックス ネットワーク㈱代表

取締役社長(現任)

当社コーポレート企画本部長(現任)



 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

常務取締役

グループ管理 
本部長、コン
プライアンス
担当

小 林 敏 雄 昭和39年12月18日

昭和63年４月 当社設立、取締役

3,385

平成５年４月 当社常務取締役

平成12年６月 当社執行役員

平成16年３月 当社コンプライアンス担当

平成16年８月 当社代表取締役社長

平成16年９月 当社常務取締役(現任)

平成16年10月 当社グループ管理本部長、コンプラ

イアンス担当(現任)

常務取締役 林   真 司 昭和39年６月８日

平成２年５月 当社入社

606

平成５年４月 当社取締役

平成８年３月 当社商品事業本部副本部長

平成８年６月 当社常務取締役(現任)

平成12年６月 当社執行役員

平成14年８月 当社編成本部長

平成16年10月 エイベックス㈱(現：エイベック

ス・エンタテインメント㈱)代表取

締役社長

㈱トゥーマックス(現：㈱ミディア)

代表取締役社長

平成17年４月 エイベックス・マーケティング・コ

ミュニケーションズ㈱代表取締役社

長(現任)

エイベックス・プランニング＆デベ

ロップメント㈱取締役(現任)

取締役 稲 垣 博 司 昭和16年12月12日

昭和45年１月 シービーエス・ソニーレコード㈱

(現：㈱ソニー・ミュージックエン

タテインメント)入社

3

昭和63年３月 同社取締役

平成元年１月 同社常務取締役

平成２年６月 同社専務取締役

平成４年１月 同社代表取締役副社長

平成８年６月 同社取締役

平成８年７月 ㈱エスエムイー・アクセル代表取締

役社長

平成10年１月 ㈱ソニー・ミュージックエンタテイ

ンメント退社

平成10年３月 ㈱ワーナーミュージック・ジャパン

代表取締役会長

㈱イーストウエスト・ジャパン代表

取締役会長

平成14年10月 ワーナーエンターテインメントジャ

パン㈱代表取締役会長

平成16年４月 当社特別顧問

平成16年10月 当社取締役(現任)

平成17年４月 エイベックス・マーケティング・コ

ミュニケーションズ㈱代表取締役会

長(現任)

エイベックス・エンタテインメント

㈱取締役(現任)

取締役

コーポレート
企画本部国際
戦略室長兼 
コーポレート
企画本部知財
戦略室長

谷 口   元 昭和35年２月18日

平成６年10月 当社入社

46

平成８年６月 当社取締役(現任)

平成12年１月 当社商品事業本部洋楽部長兼契約部

長

平成14年８月 当社執行役員

平成16年８月 当社国際戦略室長、契約部管掌

平成17年４月 当社コーポレート企画本部国際戦略

室長兼コーポレート企画本部知財戦

略室長(現任)

エイベックス・ライヴ・クリエイテ

ィヴ㈱取締役(現任)



役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役

コーポレート
企画本部経営
企画室長兼 
コーポレート
企画本部 
広報・IR室長

大 下 勝 朗 昭和37年３月24日

平成５年10月 当社入社

23

平成９年６月 当社取締役

平成12年６月 当社執行役員

平成14年８月 当社クロス・モード事業部管掌

平成15年６月 

平成16年９月 

平成16年10月 

 

当社編成本部副本部長 

当社取締役辞任 

エイベックス㈱（現:エイベック

ス・エンタテインメント㈱）常務取

締役

平成17年４月 

 

平成18年４月 

 

 

 

平成18年６月

エイベックス・エンタテインメント

㈱取締役(現任) 

当社執行役員 

当社コーポレート企画本部経営企画

室長兼コーポレート企画本部広報・

IR室長（現任） 

当社取締役（現任）

取締役 
(社外)

大 江   匡 昭和29年９月25日

昭和52年４月 菊竹清訓建築設計事務所入所

3

昭和60年４月 ㈱プランテック総合計画事務所設

立、代表取締役(現任)

平成12年３月 エイベックスネットワーク㈱取締役

(現任)

平成16年10月 

平成17年９月

当社取締役(現任) 

㈱プランテックアソシエイツ代表取

締役(現任)

取締役 
(社外)

荒 川   亨 昭和34年２月１日

昭和54年４月 荒川設計事務所設立

―

昭和59年２月 (有)アクセス設立、代表取締役

平成８年11月 

 

平成13年７月 

 

平成13年７月 

 

平成14年８月

株式会社に組織変更、代表取締役社

長(現任) 

㈱アクセス・パブリッシング代表取

締役会長（現任） 

アクセス・システムズ・ヨーロッ

パ・ゲ ー・エ ム・ベ ー・ハ ー

Chairman（現任） 

アクセス・チャイナ・インク 

Chairman（現任）

平成16年10月 当社取締役(現任)

取締役 
(社外)

牛 島   信 昭和24年９月30日

昭和49年９月 司法試験合格

―

昭和52年４月 東京地方検察庁検事

昭和53年３月 広島地方検察庁検事

昭和54年３月 弁護士登録(第二東京弁護士会) 

アンダーソン・毛利・ラビノウィッ

ツ法津事務所(現：アンダーソン・

毛利法津事務所)入所

昭和60年４月 牛島法津事務所(現：牛島総合法律

事務所)開設シニア・パートナー(現

任)

平成16年９月 当社取締役(現任)



役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役 
(社外)

小野里   稔 昭和30年９月８日

昭和53年４月 ジャーディン・マセソン㈱(現：MHD

ディアジオ モエ へネシー㈱)入社

―

昭和62年４月 アイ・ヴィ・エステレビ制作㈱入社

平成元年４月 同社取締役

平成４年９月 ㈱ティヴィクラブ入社、取締役

平成10年５月 ㈱イーストライツ入社、取締役(現

任)

平成13年８月 ㈱イースト入社、取締役

平成14年８月 同社専務取締役(現任)

平成16年９月 

平成17年３月 

 

平成18年３月

当社取締役(現任) 

㈱イーストプロダクション取締役

（現任） 

㈱エイベックス＆イースト取締役

（現任）

取締役 

(社外)
川 上 量 生 昭和43年９月６日

平成３年４月 ㈱ソフトウェアジャパン入社

―

平成９年４月 ㈲ドワンゴジャパン（現㈲パーセン

ト）設立、代表取締役

平成９年８月 ㈱ドワンゴ設立、代表取締役社長

平成12年９月 同社代表取締役会長(現任)

平成18年６月 当社取締役(現任)

監査役 
(常勤)

岩 田 眞 吉 昭和22年11月３日

平成５年４月 当社入社、経営企画室長

98

平成７年３月 当社取締役

平成13年４月 当社執行役員、会長室長

平成14年６月 当社グループ執行役員

エイベックス ネットワーク㈱代表

取締役社長

平成16年４月 エイベックス ネットワーク㈱取締

役会長

平成16年６月 当社管理本部副本部長兼総務部長

平成16年10月 当社グループ管理本部総務部長

平成17年６月 当社監査役(現任)

監査役 
(常勤)

野 村 健 二 昭和18年12月４日

昭和43年４月 山水電気㈱入社

10

平成２年９月 サンスイ・エレクトロニクス(USA)

副社長

平成４年11月 MK OVERSEAS U.S.A.,INC.入社、副

社長

平成６年７月 同社社長

平成11年６月 ㈱ハウディインターナショナル

(現：エイベックス ネットワーク

㈱)入社、専務取締役

平成14年６月 同社代表取締役社長

平成16年６月 同社取締役会長

平成16年８月 同社代表取締役社長

平成17年４月 エイベックス ネットワーク㈱顧問

平成17年６月 当社監査役(現任)



  

 
(注) １ 取締役大江匡、荒川亨、牛島信、小野里稔及び川上量生は、会社法第2条第15号に定める社外取締役であり 

 ます。 

２ 監査役高橋佳哉及び勝島敏明は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 代表取締役社長松浦勝人及び常務取締役小林敏雄の所有株式数には、それぞれが代表取締役を務める㈲マッ

クス2000及び㈲ティーズ・キャピタルの所有株式数、各1,150,000株を含んでおります。また、代表取締役

副社長千葉龍平及び上級執行取締役荒木隆司の所有株式数のうち、632,100株については、㈱ＵＳＥＮによ

る質権が設定されております。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数 

(千株)

監査役 
（社外）

高 橋 佳 哉 昭和39年２月２日

昭和63年４月 ソロモンブラザーズ・アジア証券会

社東京支店(現：日興シティグルー

プ証券㈱)入社

―

平成４年５月 ラッセルレイノルズ・アソシエイ

ツ・インク東京支店入社

平成６年10月 ㈱エートス投資顧問代表取締役

平成８年３月 同社取締役会長

平成８年10月 ㈱ビジネスバンク取締役

平成11年８月 ハートアンドブレインコンサルティ

ング㈱設立、代表取締役

平成15年３月 ハートアンドブレインホールディン

グス㈱(現:ハートアンドブレインコ

ンサルティング㈱）代表取締役エグ

ゼクティブパートナー(現任)

平成17年６月 当社監査役(現任)

監査役 
（社外）

勝 島 敏 明 昭和14年８月９日

昭和38年３月 公認会計士辰巳正三事務所(現:監査

法人トーマツ)入所

―

昭和40年９月 公認会計士登録

昭和41年１月 税理士登録

昭和56年６月 デロイト・ハスキンズ・アンド・セ

ルズ会計事務所(現:監査法人トーマ

ツ)パートナー

平成２年２月 監査法人トーマツ代表社員

平成２年６月 デロイト トウシュ トーマツ／勝島

敏明税理士事務所代表

平成13年６月 デロイト トウシュ トーマツ グロ

ーバル マネージングパートナー(日

本多国籍企業向け税務サービス担

当)

平成15年９月 

平成15年10月 

 

平成16年４月 

 

平成18年６月

監査法人トーマツ退職 

公認会計士・税理士勝島敏明事務所

開所、所長(現任） 

早稲田大学大学院ファイナンス研究

科客員教授（現任） 

当社監査役（現任）

計 8,951



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(１) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社グループでは、「アジア最強のクリエイティヴとコミュニケーション能力をもつエンタテインメ

ント・ブランド企業へと進化すること」を中期ビジョンに掲げ、企業価値・ブランド価値の持続的増大

を目指しております。また、事業活動において、株主、顧客、従業員などさまざまなステークホルダー

から信頼されることが重要であります。そのためには、コーポレート・ガバナンスの充実は、経営上の

重要課題であると考えております。的確な経営の意思決定、それに基づく迅速な業務執行、並びに適正

な監督・モニタリングが機能する経営体制を構築するとともに、役員及び従業員のコンプライアンス意

識を高めていくことが、当社グループのコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方でありま

す。 

(２) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

①  会社の機関の内容 

当社は、監査役制度を採用しており、社外監査役2名を含む4名からなる監査役会が、取締役の職務

執行の監査に努めております。 

また、取締役は、15名で構成（平成18年3月31日現在）されており、うち5名を社外取締役とし、第

三者的立場からの監督や助言を受けつつ経営判断の透明性を確保しております。 

※会社の機関・内部統制の関係図 

 

②   内部統制システムの整備の状況 

当社グループは、業務の有効性・効率性や財務報告の信頼性を確保し、コンプライアンスを徹底す

るために、内部統制システムを整備・構築しております。具体的には、コンプライアンス・ポリシー

を定め、役員及び従業員へ法令遵守等に対する意識向上を図っております。また、グループ内部監査

室は、内部統制システムの浸透へ向けて、内部監査結果をコーポレート企画本部長に報告しておりま

す。 

最近の動向として、当社は、2006年5月の取締役会において、会社法及び会社法施行規則に基づき

「内部統制基本方針」を決議し決定いたしました。そして、同月に内部統制推進プロジェクト事務局

を設置し、リスク管理体制づくりを含めたグループの内部統制システムの整備・構築に着手しており

 



ます。今後は、外部コンサルタントを起用し、グループの内部統制システムの整備と業務プロセス

の改善に向けて、一層の強化と充実を努めてまいります。 

③   内部監査及び監査役監査の状況 

 内部監査は、当社のコーポレート企画本部長直属の内部監査組織として「グループ内部監査室」を

設置し2名で構成（平成18年3月31日現在）され、当社及びグループ会社の業務監査を実施し、抽出さ

れた課題等に対し改善に向けた提言やフォローアップを行っております。また、監査役と意見交換、

コーポレート企画本部長への報告、監査法人との意見交換を行っております。 

 監査役監査は、常勤監査役2名及び社外監査役2名（平成18年3月31日現在）により実施しておりま

す。監査役は、取締役会に常時出席し、客観的に経営の監視を行っております。また、月1回の監査

役会の開催、監査法人からの報告と意見交換等を行っております。 

④   会計監査の状況 

 会計監査は、当社と監査法人トーマツとの間で、商法及び証券取引法に基づく監査を行うことにつ

いて、監査契約を締結しております。当期において当社の監査業務を執行した公認会計士の氏名、継

続監査年数及び監査業務に係る補助者の構成は次のとおりであります。 

（業務を執行した公認会計士） 

 
（補助者の構成） 

 
(注）同監査法人は、公認会計士法上の規制開始及び日本公認会計士協会の自主規制実施に先立ち

自主的に業務執行社員の交替制度を導入しております。同監査法人において策定された交替計画に基

づいて平成18年3月期会計期間をもって、「長井 紘」から「坂本一朗」へ交替しております。 

⑤   社外取締役及び社外監査役との関係 

 社外取締役牛島信は、牛島総合法律事務所シニア・パートナーであり、当社との間には、法務コン

サルティングの取引があります。同社との取引は、第5 経理の状況 １ 連結財務諸表等(1) 連結

財務諸表の関連当事者との取引に記載しております。そのほかの社外取締役及び社外監査役とは、特

別な利害関係はありません。 

(３) リスク管理体制の整備の状況 

当社は、想定されるリスクに対してはマニュアル等（個人情報対応マニュアル、防災マニュアル、

「のまねこ」の問い合わせ対応など）を作成し、社内に周知徹底するなど、その予防策を講じるよう努

めております。 

事案によっては、対策委員会を設置し、緊急の発生に備えております。また、経営に影響を及ぼす問

題が発生したときには、法律事務所より適時アドバイスを受ける体制をとっております。 

氏名 所属する監査法人 継続監査年数

小川 陽一郎 監査法人トーマツ ３年

坂本 一朗 監査法人トーマツ １年

区分 人数

公認会計士 ４名

会計士補 ９名

計 １３名



(４) 役員報酬及び監査役報酬の内容 

（役員報酬） 

 
（注）1．上記の金額には、使用人兼務取締役2名に対する使用人給与及び賞与相当額（23百万円）は含

まれておりません。 

  2．期末日現在の取締役は15名であります。 

  3．上記支給人員には、平成17年6月26日に退任した取締役1名を含んでおります。 

4．株主総会の決議による取締役の報酬限度額は年額400百万円であります。（平成10年2月

13日臨時株主総会決議。） 

（監査役報酬） 

 
  1．期末日現在の監査役は4名であります。 

  2．上記支給人員には、平成17年6月26日に退任した監査役3名を含んでおります。 

3．株主総会の決議による監査役の報酬限度額は年額50百万円であります。（平成10年2月13

日臨時株主総会決議。） 

  

(５) 監査報酬の内容 

 当社が会計監査人に支払うべき報酬等の額は以下のとおりであります。 

 
上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

社内取締役 社外取締役 計

区  分 支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額

（名） （百万円） （名） （百万円） （名） （百万円）

株主総会決議に基づく支給 7 312 5 18 12 331

利益処分による役員賞与 － － － － － －

株主総会決議に基づく退職慰労金 1 17 － － 1 17

計 － 330 － 18 － 348

社内監査役 社外監査役 計

区  分 支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額

（名） （百万円） （名） （百万円） （名） （百万円）

株主総会決議に基づく支給 4 36 3 9 7 46

利益処分による役員賞与 － － － － － －

株主総会決議に基づく退職慰労金 2 19 1 8 3 28

計 － 55 － 18 － 74

支 払 額（百万円）

公認会計士法（昭和23年法律第103条）第2第1項に規定する業務に基づく報酬の金額 48



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月

31日まで)および前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)ならびに当連結会計年度(平成

17年４月１日から平成18年３月31日まで)および当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で)の連結財務諸表及び財務諸表について、監査法人トーマツの監査を受けております。 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

  現金及び預金 5,357 5,486

  受取手形及び売掛金 9,954 16,849

  たな卸資産 5,431 3,516

  繰延税金資産 3,381 5,223

  前渡金 1,091 2,768

  前払費用 1,056 1,118

  前払印税 892 842

  その他 2,094 1,972

  貸倒引当金 △   119 △   255

   流動資産合計 29,141 44.8 37,521 44.8

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

   建物及び構築物 ※３ 3,940 4,120

   土地 ※３ 18,725 18,725

   その他 737 1,329

   有形固定資産合計 23,403 36.0 24,175 28.8

 ２ 無形固定資産 1,099 1.7 1,065 1.3

 ３ 投資その他の資産

   投資有価証券 ※２ 6,434 17,742

   長期前払費用 367 238

   繰延税金資産 1,947 1,000

   敷金及び差入保証金 1,408 1,287

   保険積立金 543 63

   その他 916 1,033

   貸倒引当金 △   280 △   301

   投資その他の資産合計 11,337 17.5 21,064 25.1

   固定資産合計 35,840 55.2 46,305 55.2

   資産合計 64,981 100.0 83,826 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

  支払手形及び買掛金 1,097 1,652

  短期借入金 2,000 10,000

  １年以内返済予定 
  長期借入金

※３ 3,001 3,000

  未払金 7,163 6,969

  未払印税 5,450 7,117

  未払法人税等 3,775 4,514

  未払消費税等 500 483

  預り金 435 437

  賞与引当金 ― 1,700

  返品引当金 2,286 3,598

  事業閉鎖損失引当金 768 925

  その他 2,263 1,833

   流動負債合計 28,744 44.2 42,232 50.4

Ⅱ 固定負債

  長期借入金 ※３ 4,500 6,500

  退職給付引当金 392 399

  役員退職慰労引当金 389 344

  その他 878 847

   固定負債合計 6,160 9.5 8,091 9.6

   負債合計 34,904 53.7 50,323 60.0

(少数株主持分)

  少数株主持分 ― ― 56 0.1

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※６ 4,229 6.5 4,229 5.0

Ⅱ 資本剰余金 5,001 7.7 5,001 6.0

Ⅲ 利益剰余金 25,754 39.7 28,257 33.7

Ⅳ その他有価証券評価差額金 602 0.9 1,412 1.7

Ⅴ 為替換算調整勘定 △     50 △ 0.1 11 0.0

Ⅵ 自己株式 ※７ △  5,461 △ 8.4 △  5,465 △ 6.5

   資本合計 30,076 46.3 33,446 39.9

   負債、少数株主持分及び 
   資本合計

64,981 100.0 83,826 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 75,418 100.0 89,783 100.0

Ⅱ 売上原価 48,353 64.1 52,361 58.3

   売上総利益 27,064 35.9 37,422 41.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費

  広告宣伝費 7,083 9,379

  販売促進費 1,154 1,614

  貸倒引当金繰入額 19 239

  従業員給料・賞与 4,652 4,387

  賞与引当金繰入額 ― 1,696

  退職給付費用 85 84

  役員退職慰労 
  引当金繰入額

89 94

  減価償却費 1,069 954

  その他 8,640 22,795 30.2 10,320 28,771 32.1

   営業利益 4,269 5.7 8,650 9.6

Ⅳ 営業外収益

  受取利息 12 12

  受取配当金 25 10

  持分法による投資利益 306 525

  未払印税整理益 12 14

  その他 115 472 0.6 80 644 0.7

Ⅴ 営業外費用

  支払利息 156 157

  支払手数料 19 25

  投資事業組合等運用損 ― 24

  為替差損 2 ―

  その他 133 311 0.4 28 236 0.2

   経常利益 4,431 5.9 9,058 10.1



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

  固定資産売却益 ※１ 5 1

  投資有価証券売却償還益 498 79

  保険解約収入 293 91

  ゴルフ会員権売却益 17 ―

  持分変動利益 16 0

  役員退職慰労引当金戻入益 1 ―

  その他 ― 831 1.1 5 177 0.2

Ⅶ 特別損失

  固定資産除売却損 ※２ 176 30

  投資有価証券評価損 710 148

  ゴルフ会員権評価損 7 ―

  減損損失 ※３ 769 34

  貸倒引当金繰入額 179 ―

  事業閉鎖損失引当金繰入額 770 777

  その他 55 2,669 3.6 12 1,002 1.1

   税金等調整前 
   当期純利益

2,592 3.4 8,232 9.2

   法人税、住民税 
   及び事業税

4,582 5,190

   法人税等調整額 △  2,826 1,756 2.3 △  1,439 3,751 4.2

   少数株主利益 ― ― 2 0.0

   当期純利益 836 1.1 4,478 5.0



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 5,001 5,001

Ⅱ 資本剰余金期末残高 5,001 5,001

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 26,888 25,754

Ⅱ 利益剰余金増加高

  当期純利益 836 4,478

  持分法適用会社増加に伴う 
  増加高

141 977 ― 4,478

Ⅲ 利益剰余金減少高

  配当金 1,765 1,717

  役員賞与 
  (うち監査役賞与)

251
(2)

258
(-)

  連結子会社増加に伴う 
  減少高

94 2,111 ― 1,975

Ⅳ 利益剰余金期末残高 25,754 28,257



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

  税金等調整前当期純利益 2,592 8,232

  減価償却費 1,474 1,403

  減損損失 769 34

  貸倒引当金の増減額(△は減少) 158 153

  賞与引当金の増減額(△は減少) ― 1,697

  返品引当金の増減額(△は減少) 983 1,311

  事業閉鎖損失引当金の増減額(△は減少) 768 162

  退職給付引当金の増減額(△は減少) 12 5

  役員退職慰労引当金の増減額(△は減少) △   106 △    44

  受取利息及び配当金 △    38 △    23

  支払利息 156 157

  投資有価証券売却償還益 △   498 △    79

  投資事業組合等運用損益(△は利益) △    34 24

  為替差損益(△は利益) △     6 △     0

  連結調整勘定償却額 49 121

  持分法による投資利益 △   306 △   525

  固定資産除売却損 176 30

  保険解約収入 △   293 △    91

  投資有価証券評価損 710 148

  ゴルフ会員権評価損 7 ―

  売上債権の増減額(△は増加) 923 △ 6,794

  たな卸資産の増減額(△は増加) △  85 1,934

  前渡金の増減額(△は増加) ― △ 1,671

  前払費用の増減額(△は増加) 528 171

  前払印税の増減額(△は増加) 536 85

  長期前払費用の増減額(△は増加) 65 129

  仕入債務の増減額(△は減少) △   342 443

  未払金の増減額(△は減少) 1,180 △    44

  未払印税の増減額(△は減少) 768 1,629

  未払消費税等の増減額(△は減少) 226 △    17

  役員賞与の支払額 △   251 △   258

  その他 83 △ 1,411

   小計 10,211 6,915

  利息及び配当金の受取額 74 161

  利息の支払額 △   157 △   150

  法人税等の還付額   ― 983

  法人税等の支払額 △ 4,260 △ 4,460

   営業活動によるキャッシュ・フロー 5,867 3,450



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

  有形固定資産の取得による支出 △   496 △ 1,672

  有形固定資産の売却による収入 298 24

  無形固定資産の取得による支出 △   331 △   755

  投資有価証券の取得による支出 △   503 △10,955

  投資有価証券の売却償還による収入 1,090 1,388

  敷金及び差入保証金差入による支出 △    49 △   119

  敷金及び差入保証金の払戻しによる収入 251 19

  連結範囲の変更を伴う子会社株式等の 
  取得による支出

△   437 ―

  保険積立金の払戻しによる収入 879 589

  投資事業有限責任組合等への出資による支 
  出

72 ―

  匿名組合出資による支出 7 ―

  その他 △   127 △   164

   投資活動によるキャッシュ・フロー 653 △11,644

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

  短期借入金の純増減額 1,987 7,999

  長期借入れによる収入 ― 5,000

  長期借入金の返済による支出 △ 3,011 △ 3,001

  自己株式の取得・売却による純増減額 △ 1,956 △     4

  配当金の支払額 △ 1,765 △ 1,717

   財務活動によるキャッシュ・フロー △ 4,745 8,275

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △     6 46

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 1,769 128

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 3,539 5,357

Ⅶ 連結範囲の変更を伴う現金及び
  現金同等物の増減額

48 ―

Ⅷ 現金及び現金同等物期末残高 5,357 5,486



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数    17社

連結子会社は、㈱プライム・ディ

レクション、㈱ハウディインターナ

ショナル、㈱アクシヴ、㈱ヴェルフ

ァーレ・エンタテインメント、㈱エ

イベックス・ディストリビューショ

ン、㈱トゥーマックス、エイベック

ス ネットワーク㈱、㈱エレファン

ト・ピクチャー、㈱ベイビーアトラ

ンティック、エイベックス㈱、㈱エ

イベックス マネジメント サービ

ス、AV EXPERIENCE AMERICA INC.、

AVEX  ASIA  LIMITED、AVEX  TAIWAN 

INC.、AVEX  ASIA  HOLDINGS 

LIMITED、AVEX  ASIA  PROPERTIES 

LIMITED、AVEX  HAWAII,INC.であり

ます。

平成16年10月１日に分社型新設分

割により設立したエイベックス㈱

に、音楽映像事業を承継させまし

た。その結果、当社は持株会社とな

り、同日付で商号をエイベックス・

グループ・ホールディングス㈱に変

更しております。

㈱ベイビーアトランティックにつ

いては、当連結会計年度において当

社グループ会社の㈱アクシヴが株式

の取得により子会社としたことから

当連結会計年度より連結子会社に含

めることとしております。また、当

中間連結会計期間において連結子会

社に含めておりました㈱オフィスバ

ーチーは平成17年１月１日をもって

㈱ベイビーアトランティックに吸収

合併されたため、連結決算日におい

て連結子会社ではなくなっておりま

すが、連結子会社であった期間の損

益計算書及び剰余金計算書は連結の

範囲に含めております。

㈱エイベックス マネジメント サ

ービスにつきましては、平成16年10

月１日付でエイベックス・グルー

プ・ホールディングス㈱の100％出

資会社として新たに設立したことに

より連結子会社に含めることとして

おります。

(1) 連結子会社の数    15社

連結子会社名は、「１ 企業集団

の状況 関係会社の状況」に記載し

ているため省略しております。

当社グループは平成17年4月1日を

もって、グループ各社の各事業領域

及び事業構造・管理機能の再編を、

会社分割、合併及び株式交換によっ

て実施いたしました。これにより、

エイベックス㈱はエイベックス・エ

ンタテインメント㈱に、㈱プライ

ム・ディレクションはエイベック

ス・ライヴ・クリエイティヴ㈱に、

㈱アクシヴはエイベックス・プラン

ニング＆デベロップメント㈱に、㈱

エイベックス・ディストリビューシ

ョンはエイベックス・マーケティン

グ・コミュニケーションズ㈱にそれ

ぞれ商号変更いたしました。また、

㈱ハウディインターナショナル、㈱

エレファント・ピクチャー並びに㈱

ベイビーアトランティックの３社に

つきましては、それぞれエイベック

ス ネットワーク㈱、エイベック

ス・エンタテインメント㈱、エイベ

ックス・プランニング＆デベロップ

メント㈱に合併し解散した結果、当

連結会計年度より連結の範囲より除

外しております。 

 ㈱Para.TVについては、当連結会

計年度においてエイベックス ネッ

トワーク㈱が第三者割当増資により

株式を取得し子会社としたことから

当連結会計年度より連結子会社に含

めることとしております。また、当

連結会計年度において㈱トゥーマッ

クスは事業再編によりエイベック

ス・エンタテインメント㈱へ事業を

分割し、商号を㈱ミディアへ変更い

たしました。なお、エイベックス・

エンタテインメント㈱は㈱トゥーマ

ックスより承継した事業の一部を、

更にエイベックス ネットワーク㈱

へ分割いたしました。



項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

在外子会社につきましては、AVEX 

ASIA  PROPERTIES  LIMITED、AVEX 

HAWAII,INC.(AVEX ASIA PROPERTIES 

LIMITEDの100％子会社)の２社につ

いて、重要性が増したことにより当

連結会計年度より連結子会社に含め

ることとしております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

非 連 結 子 会 社 は、AVEX  UK 

LIMITED、他２社であります。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

非 連 結 子 会 社 は、PRIME 

DIRECTION  INTERNATIONAL 

LIMITED、RHYTHM REPUBLIC LIMITED

で あ り ま す。な お、AVEX  UK 

LIMITEDは当連結会計年度において

会社を清算いたしました。

(連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社のうち、AVEX  UK 

LIMITED、他２社は、現在休業中の

会社であることから、合計の総資

産、売上高、当期純損益及び利益剰

余金(持分に見合う額)等は、いずれ

も連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないため連結の範囲に含めて

おりません。

(連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社のPRIME DIRECTION 

INTERNATIONAL  LIMITED、RHYTHM 

REPUBLIC LIMITEDは、現在休業中の

会社であることから、合計の総資

産、売上高、当期純損益及び利益剰

余金(持分に見合う額)等は、いずれ

も連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないため連結の範囲に含めて

おりません。

２ 持分法の適用に関する事項 (1) 持分法適用会社 

   非連結子会社 該当ありません。 

   関連会社   ４社

持分法適用会社

は、㈱ホールネッ

ト ワ ー ク、BIG 

APPLE ANIME FEST 

CORPORATION、レ

ーベルモバイル

㈱、メモリーテッ

ク㈱であります。 

なお、メモリーテ

ック㈱は、第三者

割当増資の引受に

より当連結会計年

度より、当社の持

分法適用の関連会

社となったもので

あります。

(1) 持分法適用会社 

   非連結子会社 該当ありません。 

   関連会社   ５社

持分法適用会社

は、レーベルモバ

イル㈱、メモリー

テック㈱、㈱エ

ル・カミノ・リア

ル、㈱エイベック

ス & イースト、

㈱ドワンゴであり

ます。 

㈱ホールネットワ

ーク、BIG  APPLE 

ANIME  FEST 

CORPORATION は、

当社保有株式を売

却したことによ

り、当連結会計年

度より持分法適用

会社の範囲から除

外しております。

㈱エル・カミノ・

リアル、㈱ドワン

ゴは、第三者割当

増資の引受により

当連結会計年度よ

り当社の持分法適

用の関連会社とな



項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

ったものでありま

す。また、㈱エイ

ベックス & イー

ストは、平成18年

3月にエイベック

ス・グループ・ホ

ールディングス㈱

及び㈱イーストの

合弁会社として新

設されたことによ

り持分法適用の関

連会社に含めるこ

ととしておりま

す。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社のうち主要な会社等の

名称

 非連結子会社

  AVEX UK LIMITED

  他２社

 関連会社  

   該当ありません。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社のうち主要な会社等の

名称

 非連結子会社

PRIME  DIRECTION  INTERNATIONAL 

LIMITED、RHYTHM REPUBLIC LIMITED 

  なお、AVEX UK LIMITEDは当連結会

計年度において会社を清算いたしまし

た。

 関連会社  

   該当ありません。

(3) 非連結子会社について持分法を適

用しない理由

持分法を適用していない非連結子会

社のうち、AVEX UK LIMITED、他２社

は、現在休業中の会社であることか

ら、当期純損益及び利益剰余金(持分

に見合う額)等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても重要性がない

ため、持分法の適用から除外しており

ます。

(3) 非連結子会社について持分法を適

用しない理由

持分法を適用していない非連結子会

社 の う ち、PRIME  DIRECTION 

INTERNATIONAL  LIMITED 及 び RHYTHM 

REPUBLIC LIMITEDは、現在休業中の会

社であることから、当期純損益及び利

益剰余金(持分に見合う額)等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため、持分法の適用から

除外しております。

(4) 持分法適用会社の事業年度等に関

する事項

持分法適用会社のうち、決算日が連

結決算日と異なる会社については各社

の事業年度に係る財務諸表を使用して

おります。

(4) 持分法適用会社の事業年度等に関

する事項

 同左

３ 連結子会社の事業年度等に

関する事項

連結子会社のうち、AV EXPERIENCE 

AMERICA INC.、AVEX ASIA LIMITED、

AVEX  TAIWAN  INC.、AVEX  ASIA 

HOLDINGS  LIMITED、AVEX  ASIA 

PROPERTIES  LIMITED、AVEX  HAWAII, 

INC.の決算日は12月31日であります。

連結財務諸表の作成に当たっては、同

日現在の財務諸表を使用し、連結決算

日との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っておりま

す。

 同左



 

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事項 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

① 有価証券

 満期保有目的の債券

  償却原価法(定額法)

 その他有価証券

  時価のあるもの

  決算期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定)

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

① 有価証券

―――――――――

 その他有価証券

  時価のあるもの

   同左

  時価のないもの

   移動平均法による原価法

    投資事業有限責任組合等への

出資

     最近の決算書に基づく当社

持分相当額により評価してお

ります。

  時価のないもの

   同左

    投資事業有限責任組合等への

出資

   同左  

② たな卸資産

  商品・製品・貯蔵品

 主として移動平均法による

原価法

  材料

 最終仕入原価法

  仕掛品・映像使用権

 個別法による原価法

② たな卸資産

  商品・製品・貯蔵品

 同左

 

  材料

 同左

  仕掛品・映像使用権

 同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方

法

① 有形固定資産

親会社及び国内連結子会社は定

率法、ただし平成10年４月１日以

降取得した建物(建物付属設備は

除く)については定額法、在外連

結子会社は主に所在地国の会計基

準の規定に基づく定額法によって

おります。

なお、耐用年数は次のとおりで

あります。

建物及び構築物 ３～48年

その他     ３～20年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方

法

① 有形固定資産

  同左

② 無形固定資産

自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間

(３～５年)に基づく定額法によっ

ております。

② 無形固定資産

自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間

(２～５年)に基づく定額法によっ

ております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

  同左



項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、将来の支給見

込額のうち、当連結会計年度に帰

属する部分の金額を計上しており

ます。

② 返品引当金

将来の返品による損失に備える

とともに、適切な期間損益計算に

資するため、将来の返品予想額を

計上しております。過去の返品実

績等に基づく返品予想額を返品引

当金の繰入として売上高から直接

控除し、返品受入額は引当金残高

を取崩して処理しております。

（追加情報）

当社及び一部の国内連結子会社

は、当連結会計年度から業績連動

型賞与制度を採用しており、業績

連動に伴う負担額が発生したこと

により、賞与引当金を計上してお

ります。

③ 返品引当金

同左

③ 事業閉鎖損失引当金

将来の事業閉鎖により発生する

損失に備え、損失発生見込額を計

上しております。

④ 事業閉鎖損失引当金

  同左

④ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。

また、数理計算上の差異は、発

生時の翌連結会計年度から一年で

費用処理することとしておりま

す。

⑤ 退職給付引当金

  同左

⑤ 役員退職慰労引当金

役員に対する退職慰労金の支給

に充てるため、内規に基づく期末

要支給額の100％を計上しており

ます。

⑥ 役員退職慰労引当金

  同左

(4) 重要な外貨建の資産及び負債の本

邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社等の資

産及び負債は、決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、収益及び費

用は期中平均相場により円貨に換算

し、換算差額は資本の部における為

替換算調整勘定に含めております。

(4) 重要な外貨建の資産及び負債の本

邦通貨への換算の基準

 同左



項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(5) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係わる方法に準じ

た会計処理によっております。

在外連結子会社は、所在地国の会

計基準に従い、リース資産について

固定資産計上を行っております。

(5) 重要なリース取引の処理方法

 同左

(6) 重要なヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

 金利スワップについては特例処

理の要件を満たしておりますの

で、特例処理を採用しておりま

す。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

  同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

 ヘッジ手段 金利スワップ取引

 ヘッジ対象 長期借入金の利息

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

  同左

 ③ ヘッジ方針

 将来の金利変動によるリスクの

回避を目的としており、リスクヘ

ッジ目的以外の取引は行わない方

針であります。

 ③ ヘッジ方針

  同左

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

 金利スワップについては、特例

処理を採用しているため、ヘッジ

の有効性の評価は省略しておりま

す。

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

  同左

(7) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

①消費税等の処理方法

 消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。

②その他

 記載金額が「0」は百万円未満

であることを示しております。ま

た、記載金額が「－」は該当金額

がないことを示しております。

(7) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

 ①消費税等の処理方法

  同左

 

 ②その他

  同左



  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によっておりま

す。

     同左

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項

連結調整勘定は、５年間で均等償

却しておりますが、金額が僅少であ

る場合、発生年度に全額償却してお

ります。

     同左

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について連結会計年度中に確定

した利益処分に基づいて作成しており

ます。

     同左

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日か

ら３ヶ月以内に満期日の到来する流動

性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資からなって

おります。

     同左



（会計方針の変更） 

  

 
 
 
  

  

 
 
（表示方法の変更） 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計の基準) 

 固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日)が平成16年３月31日に終了する連結会計年

度に係る連結財務諸表から適用できることになったこと

に伴い、当連結会計年度から同会計基準及び同適用指針

を適用しております。これにより税金等調整前当期純利

益は769百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しております。

―――――――――

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(連結貸借対照表) 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年６

月９日法律第97号)により、証券取引法第２条第２項に

おいて、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合へ

の出資を有価証券とみなすこととされたことに伴い、従

来、投資その他の資産の「その他」に計上しておりまし

た当該組合等に係る出資金については、当連結会計年度

より「投資有価証券」に計上しております。(前事業年

度1,198百万円、当事業年度1,258百万円)

―――――――――

(連結キャッシュ・フロー計算書) 

 従来、「前渡金の増減額（前連結会計年度は246百万

円の減少）」は、営業活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に含めて表示しておりましたが、主な内容が

映画版権契約金等で、重要性が増したことから当連結会

計年度より区分掲記しております。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

有形固定資産 5,506百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

有形固定資産 5,796百万円

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。

投資有価証券(株式) 1,598百万円

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。

投資有価証券(株式) 12,341百万円

 

※３ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。

  (1) 担保資産

建物及び構築物 1,955百万円

土地 18,613百万円

計 20,569百万円

  (2) 担保付債務

１年以内返済予定長期借入金 3,000百万円

長期借入金 4,500百万円

計 7,500百万円

 

※３ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。

  (1) 担保資産

建物及び構築物 1,891百万円

土地 18,613百万円

計 20,505百万円

  (2) 担保付債務

１年以内返済予定長期借入金 3,000百万円

長期借入金 6,500百万円

計 9,500百万円

 ４ 保証債務

   連結子会社以外の会社の金融機関等からの借入に

対し、債務保証を行っております。

㈱ホールネットワーク 793百万円
 

 ４      ――――――――― 

 ５ 当社は、運転資金の効率かつ安定的な調達を行う

ため、取引銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約を締結しております。これら契約に基

づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとお

りであります。

当座貸越極度額及び 
貸出コミットメントの総額

10,000百万円

借入実行残高 2,000百万円

差引額 8,000百万円

 ５ 当社は、運転資金の効率かつ安定的な調達を行う

ため、取引銀行２行と当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約を締結しております。これら契約に基

づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとお

りであります。

当座貸越極度額及び
貸出コミットメントの総額

15,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 15,000百万円

※６ 当社の発行済株式総数は、普通株式46,157,810株

であります。

※６ 当社の発行済株式総数は、普通株式46,157,810株

であります。

※７ 連結会社及び関連会社が保有する自己株式の数

は、普通株式3,210,388株であります。

※７ 連結会社及び関連会社が保有する自己株式の数

は、普通株式3,212,156株であります。



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

   有形固定資産

建物及び構築物 2百万円

土地 2百万円

その他 0百万円

計 5百万円

 

※１ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

   有形固定資産

その他 1百万円

※２ 固定資産除売却損の内訳は次のとおりでありま

す。

  (1) 固定資産売却損

     有形固定資産

建物及び構築物 19百万円

土地 7百万円

その他 3百万円

計 30百万円

 

※２ 固定資産除売却損の内訳は次のとおりでありま

す。

  (1) 固定資産売却損

     有形固定資産

その他 2百万円

  (2) 固定資産除却損

 有形固定資産

建物及び構築物 135百万円

その他 10百万円

計 146百万円

  (2) 固定資産除却損

①有形固定資産

その他 14百万円

②無形固定資産

ソフトウエア 13百万円

※３ 当連結会計年度における固定資産の減損損失に関

する事項は次のとおりであります。

  (1) 資産をグルーピングした方法

    当社グループは音楽映像事業の用に供している

固定資産等について、音楽映像事業で１つの資産

グループとし、その内、継続的に収支管理してい

る事業用不動産及びスタジオ設備についてはその

物件ごとに１つの資産グループに、音楽映像事業

の用に供していない賃貸不動産についてはその物

件ごとに１つの資産グループとしております。

※３ 当連結会計年度における固定資産の減損損失に関

する事項は次のとおりであります。

  (1) 資産をグルーピングした方法

    当社グループは、事業用固定資産を事業の種類

別セグメントに基づき、その事業区分ごとに1つ

の資産グループとしております。ただし、継続的

に収支管理している事業用不動産及び賃貸用不動

産等については、その物件ごとに1つの資産グル

ープとしております。

  (2) 減損損失の認識に至った経緯

    賃貸用不動産につきましては時価の著しい下落

のため、また、事業用不動産及びスタジオ設備に

つきましては将来的にも収益向上の見通しがたた

ないため、帳簿価額を回収可能価額まで減少し、

当該減少額を特別損失として計上いたしました。

  (2) 減損損失の認識に至った経緯

    将来的にも収益向上の見通しがたたない事業用

不動産等につきましては、将来キャッシュ・フロ

ーの見積り総額が資産グループの帳簿価額を下回

るため、帳簿価額を回収可能価額まで減少し、当

該減少額を特別損失として計上いたしました。



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

  (3) 減損損失を認識した資産グループと減損損失計

上額の固定資産ごとの内訳

用途 種類 場所
金額 
(百万円)

賃貸用不動
産

建物及び 
構築物・土地

東京都 
港区

404

賃貸用不動
産

建物及び 
構築物・土地

神奈川県 
横浜市

47

事業用 
不動産

建物及び 
構築物等

東京都 
港区

197

スタジオ設
備

建物及び 
構築物・ 
機械装置等

米国 
ハワイ州

95

スタジオ設
備

建物及び 
構築物等

英国 
ロンドン

23

 

 

 

  (3) 減損損失を認識した資産グループと減損損失計

上額の固定資産ごとの内訳

用途 種類 場所
金額 
(百万円)

事業用
不動産

建物等リース
料及び工具器
具備品

東京都 
港区

34

   ※減損損失の内訳

工具器具備品 3百万円

建物等リース料 31百万円

合計 34百万円

 

   ※減損損失の内訳

建物及び構築物 277百万円

土地 347百万円

その他 144百万円

合計 769百万円

   

  (4) 回収可能価額の算定方法

    回収可能価額は正味売却価額等を適用し、土

地・建物につきましては不動産鑑定士による鑑定

評価額、その他のものにつきましては、第三者に

より公表されている買取価格等を基に算定してお

ります。

  (4) 回収可能価額の算定方法

    回収可能価額は正味売却価額等により測定して

おり、上記資産については、今後除却処分等が予

定されており、実質的な価値はゼロと判断される

ため、正味売却価額をゼロとして評価しておりま

す。



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(1) 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 5,357百万円

計 5,357百万円

現金及び現金同等物 5,357百万円

(1) 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 5,486百万円

計 5,486百万円

現金及び現金同等物 5,486百万円

 (2) 株式の取得により新たに連結子会社となった会

社の資産及び負債の主な内訳

株式の取得により新たに㈱ベイビーアトランティッ

ク及び㈱オフィスバーチーを連結したことに伴う連結

開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額と

取得のための支出（純額）との関係は次のとおりであ

ります。

流動資産 166百万円

固定資産 140百万円

連結調整勘定 398百万円

流動負債 △ 126百万円

固定負債 △ 15百万円

株式の取得価額 562百万円

現金及び現金同等物 △ 125百万円

差引：株式取得のための支出 437百万円

 (2) 株式の取得により新たに連結子会社となった会

社の資産及び負債の主な内訳

株式の取得により新たに㈱Para.TVを連結したこと

に伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の

取得価額と取得のための支出（純額）との関係は次の

とおりであります。 

 

流動資産 107百万円

固定資産 4百万円

連結調整勘定 44百万円

流動負債 △   2百万円

少数株主持分 △ 53百万円

株式の取得価額 99百万円

現金及び現金同等物 △ 100百万円

差引：株式取得のための支出 △   0百万円



(リース取引関係) 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

建物及び 
構築物

1,623 1,484 138

その他 645 389 256

合計 2,268 1,873 394

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

減損損失 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

建物及び
構築物

1,623 1,595 27 －

その他 453 250 3 200

合計 2,076 1,845 31 200

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 271百万円

１年超 135百万円

合計 407百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高

未経過リース料期末残高相当額

１年内 122百万円

１年超 110百万円

  合計 233百万円

リース資産減損勘定期末残高 31百万円

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 289百万円

減価償却費相当額 242百万円

支払利息相当額 19百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失

支払リース料 243百万円

減価償却費相当額 204百万円

支払利息相当額 9百万円

減損損失 31百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を０とする定

額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

 同左

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

 同左

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 45百万円

１年超 62百万円

合計 107百万円

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 37百万円

１年超 18百万円

合計 56百万円



(有価証券関係) 

前連結会計年度 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成17年３月31日) 

 
 (注) 当連結会計年度において、その他有価証券のうち時価のある株式について、238百万円の減損処理を行ってお

ります。 

 なお、当社は、売買目的有価証券以外の有価証券で時価のある有価証券については、連結決算日における時

価が、取得価額の50％以上下落しているすべての銘柄、及び30％以上下落し、かつ、過去における時価の推移

を勘案し回復可能性がないと判断した銘柄を減損処理の対象としております。 

また、売買目的有価証券以外の有価証券で時価のない有価証券については、取得価額に対して実質価額が著

しく低下した状況が続き、将来回復可能性がないと判断した銘柄を減損処理の対象としております。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
  

区分 取得原価(百万円)
連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円)
差額(百万円)

(連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの)

  株式 403 1,272 869

  小計 403 1,272 869

(連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの)

 ①株式 227 227 ―

 ②債券

  社債 300 300 ―

  小計 527 527 ―

合計 930 1,799 869

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

1,090 498 19



３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成17年３月31日) 

(1) 満期保有目的の債券 

 
  

(2) その他有価証券 

 
  

４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

(平成17年３月31日) 

 
  

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

 非上場外国債券 500

合計 500

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

①非上場株式 1,278

②投資事業有限責任組合等への出資等 1,258

合計 2,536

区分 １年以内(百万円)
１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

  債券

   社債 ― ― 500 ―

  小計 ― ― 500 ―

(2) その他有価証券

  債券

   社債 ― 300 ― ―

  小計 ― 300 ― ―

合計 ― 300 500 ―



次へ 

当連結会計年度 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

 
 (注) 当社は、売買目的有価証券以外の有価証券で時価のある有価証券については、連結決算日における時価が、

取得価額の50％以上下落しているすべての銘柄、及び30％以上下落し、かつ、過去における時価の推移を勘案

し回復可能性がないと判断した銘柄を減損処理の対象としております。 
  
２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成18年３月31日) 

   その他有価証券 

 
 (注) 当連結会計年度において、その他有価証券のうち時価評価されていない株式について、148百万円の減損処理

を行っております。 

 なお、売買目的有価証券以外の有価証券で時価のない有価証券については、取得価額に対して実質価額が著

しく低下した状況が続き、将来回復可能性がないと判断した銘柄を減損処理の対象としております。 

  

  

  

  

区分 取得原価(百万円)
連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円)
差額(百万円)

(連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの)

  株式 606 2,252 1,645

  小計 606 2,252 1,645

(連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの)

  株式 227 188 △ 38

  小計 227 188 △ 38

合計 833 2,440 1,607

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

108 8 －

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

①非上場株式 1,252

②投資事業有限責任組合等への出資等 1,707

合計 2,960



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 
  

 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(平成17年３月31日現在) 

 該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除い

ております。 

  

当連結会計年度(平成18年３月31日現在) 

 該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除い

ております。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(1) 取引の内容

  利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ

取引であります。

(1) 取引の内容

   同左

(2) 取引に対する取組方針

  デリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリ

スク回避を目的としており、投機的な取引は行わな

い方針であります。

(2) 取引に対する取組方針

   同左

(3) 取引の利用目的

  デリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利市

場における利率上昇による変動リスクを回避する目

的で利用しております。

  なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。

(3) 取引の利用目的

   同左

 ① ヘッジ会計の方法

   金利スワップについては特例処理の要件を満た

しておりますので、特例処理を採用しておりま

す。

 ① ヘッジ会計の方法

    同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

   ヘッジ手段 金利スワップ取引

   ヘッジ対象 長期借入金の利息

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

    同左

 ③ ヘッジ方針

   将来の金利変動によるリスクの回避を目的とし

ており、リスクヘッジ目的以外の取引は行わない

方針であります。

 ③ ヘッジ方針

    同左

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

   金利スワップについては、特例処理を採用して

いるため、ヘッジの有効性の評価は省略しており

ます。

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

    同左

(4) 取引に係るリスクの内容

  金利スワップ取引は金利変動リスクを有しており

ますが、当該リスクはヘッジ対象となる負債に係る

金利変動リスクを効果的に相殺しております。

 なお、取引相手先は高格付けを有する金融機関に

限定しているため信用リスクはほとんどないと認識

しております。

(4) 取引に係るリスクの内容

   同左

(5) 取引に係るリスク管理体制

  デリバティブ取引の執行・管理については、取引

権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、

資金担当部門が決済担当者の承認を得て行っており

ます。

(5) 取引に係るリスク管理体制

   同左



(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社及び一部の国内連結子会社は、確定給付型の制

度として適格退職年金制度及び退職一時金制度を併用

しております。なお、従業員に対する退職給与の一部

(50％相当額)を適格退職年金制度に移行しておりま

す。また、その他の連結子会社については、退職給付

会計の対象となる退職給付制度は存在していません。

なお、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠

した数理計算による退職給付債務の対象とされない割

増退職金を支払う場合があります。

１ 採用している退職給付制度の概要

  同左

２ 退職給付債務に関する事項

(1) 退職給付債務 △592百万円

(2) 年金資産 201百万円

(3) 未積立退職給付債務 (1)＋(2) △391百万円

(4) 未認識数理計算上の差異 △ 1百万円

(5) 退職給付引当金 (3)＋(4) △392百万円

２ 退職給付債務に関する事項

(1) 退職給付債務 △630百万円

(2) 年金資産 270百万円

(3) 未積立退職給付債務 (1)＋(2) △360百万円

(4) 未認識数理計算上の差異 △ 38百万円

(5) 退職給付引当金 (3)＋(4) △399百万円

３ 退職給付費用に関する事項

(1) 勤務費用 86百万円

(2) 利息費用 11百万円

(3) 期待運用収益 △  2百万円

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 8百万円

(5) 退職給付費用 

  (1)＋(2)＋(3)＋(4)
104百万円

３ 退職給付費用に関する事項

(1) 勤務費用 85百万円

(2) 利息費用 12百万円

(3) 期待運用収益 △ 3百万円

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 △ 1百万円

(5) 退職給付費用 

  (1)＋(2)＋(3)＋(4)
93百万円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 割引率 2.2％

(2) 期待運用収益率 1.7％

(3) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(4) 数理計算上の差異の処理年数 １年

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 割引率 2.2％

(2) 期待運用収益率 1.7％

(3) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(4) 数理計算上の差異の処理年数 １年



(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

  繰越欠損金 1,007百万円

  返品引当金 827百万円

  減価償却費 774百万円

  前払印税評価損 381百万円

  投資有価証券評価損 351百万円

  未払事業税 321百万円

  たな卸資産評価損 319百万円

  事業閉鎖損失引当金 313百万円

  未払賞与 196百万円

  役員退職慰労引当金 163百万円

  退職給付引当金 156百万円

  貸倒引当金 151百万円

   投資事業組合等運用損 151百万円

その他 1,256百万円

繰延税金資産小計 6,373百万円

評価性引当額 △ 557百万円

繰延税金資産合計 5,815百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △ 413百万円

その他 △  73百万円

繰延税金負債合計 △ 486百万円

繰延税金資産(負債)の純額 5,329百万円
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

  返品引当金 1,636百万円

  減価償却費 875百万円

  賞与引当金 693百万円

  繰越欠損金 611百万円

  たな卸資産評価損 585百万円

  投資有価証券評価損 419百万円

  事業閉鎖損失引当金 395百万円

  未払事業税 371百万円

  前払印税評価損 344百万円

  貸倒引当金 190百万円

  投資事業組合等運用損 183百万円

  退職給付引当金 174百万円

    役員退職慰労引当金 144百万円

その他 1,592百万円

繰延税金資産小計 8,218百万円

評価性引当額 △1,007百万円

繰延税金資産合計 7,211百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △  969百万円

その他 △  28百万円

繰延税金負債合計 △ 997百万円

繰延税金資産(負債)の純額 6,214百万円

 

  (注) 繰延税金資産の純額は連結貸借対照表の以下

の項目に含まれている

流動資産－繰延税金資産 3,381百万円

 固定資産－繰延税金資産 1,947百万円

  (注) 繰延税金資産の純額は連結貸借対照表の以下

の項目に含まれている

流動資産－繰延税金資産 5,223百万円

 固定資産－繰延税金資産 1,000百万円

 流動負債－その他 △  9百万円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 7.8％

評価性引当額 18.6％

持分法による投資利益 △ 4.8％

その他 5.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 67.8％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.3％

評価性引当額 4.8％

持分法による投資利益 △ 2.9％

その他 △ 0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.6％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業の区分の方法 

事業区分は、製品の種類・性質等の類似性を考慮し、音楽映像事業、その他の事業に区分しております。 

２ 各事業の主な製品・サービス 

(1) 音楽映像事業…………音楽・映像ソフトの企画・制作、製造及び販売、映画の配給、著作隣接権等の印税

収入、音源原盤・映像原版の制作、音楽ソフト等の著作権管理、スタジオ運営、各

種コンサート、イベントの企画及び制作、アーティスト・マネージメント、ネット

ワーク関連サービス、ディスコ経営、レストラン経営、音楽スクールの運営 

(2) その他の事業…………アーティスト・アニメキャラクター商品の販売、不動産賃貸業、旅行業及び旅行保

険取扱業務等 

３ 「消去又は全社」に含めた全社資産の金額は6,832百万円であり、提出会社における長期投資資金（投資有

価証券等）等であります。 

音楽映像事業 
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 71,979 3,438 75,418 ― 75,418

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

443 484 928 △  928 ―

計 72,423 3,923 76,346 △  928 75,418

営業費用 69,064 3,027 72,092 △  943 71,148

営業利益 3,358 895 4,254 15 4,269

Ⅱ 資産、減価償却費、
減損損失
及び資本的支出

資産 50,280 8,236 58,517 6,464 64,981

減価償却費 1,448 26 1,474 ― 1,474

減損損失 317 452 769 ― 769

資本的支出 924 17 942 ― 942



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業の区分の方法 

事業区分は、コンテンツ制作・製品・サービス等の種類・性質、販売形態等の類似性を考慮し、「ＣＣ事業

（コンテンツ・クリエイティヴ事業）」、「ＰＣ事業(パッケージ・コミュニケーション事業）」、「ＮＣ

事業（ネットワーク・コミュニケーション事業）」、「ＬＣ事業（ライヴ・コミュニケーション事業）」、

「その他の事業」の5事業に区分しております。  

２ 各事業の主な製品・サービス 

 
３ 「消去又は全社」に含めた全社資産の金額は24,078百万円(前連結会計年度14,427百万円)であり、主として

親会社運用資金（現金等）、長期投資資金（投資有価証券等）及び管理部門等に係る資産であります。 

４  事業区分の変更 

 従来、事業の種類別セグメントを「音楽映像事業」、「その他の事業」の2区分としておりましたが、平

成17年4月1日のグループ各社の構造改革(各事業領域及び事業構造・管理機能の再編）の実施に伴い、当社

グループの社内管理区分をベースに、コンテンツ制作・製品・サービスの種類・性質、販売形態等の類似

性を考慮して「ＣＣ事業（コンテンツ・クリエイティヴ事業）」、「ＰＣ事業（パッケージ・コミュニケ

ーション事業）」、「ＮＣ事業（ネットワーク・コミュニケーション事業）」、「ＬＣ事業（ライヴ・コ

ミュニケーション事業）」、「その他の事業」の5区分に変更いたしました。この変更は、企業集団として

の事業管理の実態をより明確に表示し、事業の種類別セグメント情報の有用性を高めるために行ったもの

であります。 

ＣＣ事業
(百万円)

ＰＣ事業 
(百万円)

ＮＣ事業
(百万円)

ＬＣ事業
(百万円)

その他
の事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結
(百万円) 
 

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

8,980 57,935 15,619 5,802 1,444 89,783 － 89,783

(2) セグメント間の 
  内部売上高

又は振替高
38,479 243 723 844 856 41,147 △41,147 －

計 47,459 58,179 16,342 6,647 2,301 130,931 △41,147 89,783

営業費用 41,361 57,008 15,313 6,451 2,327 122,462 △41,329 81,133

営業利益又は 
営業損失(△）

6,097 1,171 1,029 196 △  25 8,469 181 8,650

Ⅱ 資産、減価償却費、
減損損失
及び資本的支出

資産 29,419 24,619 7,755 2,469 23,221 87,484 △ 3,658 83,826

減価償却費 157 42 247 2 192 642 761 1,403

減損損失 － － － － 34 34 － 34

資本的支出 258 57 780 9 332 1,438 946 2,384

(a)ＣＣ事業  
 (コンテンツ・クリエイティヴ事業）

……音楽・映像コンテンツの制作・宣伝、及びアーティス

ト・タレントのマネージメント業務、音楽出版事業、著

作隣接権等印税収入、映画制作・配給、スタジオ運営等

(b)ＰＣ事業 
 (パッケージ・コミュニケーション事業)

……音楽・映像コンテンツの製造（パッケージ製造）及び販
売事業

(C)ＮＣ事業 
 (ネットワーク・コミュニケーション事業)

……音楽・映像コンテンツの配信事業、ファンクラブ事業、
マーチャンダイジング事業

(d)ＬＣ事業 
 (ライヴ・コミュニケーション事業)

……ライヴ・コンサートの企画・制作事業

(e)その他の事業 

 

……新人アーティストの開発・育成事業、スクール事業（エ

イベックス アーティストアカデミー）、レストラン事

業、不動産賃貸事業他



 なお、当連結会計年度において用いた事業区分によった場合の前連結会計年度の事業の種類別セグメン

ト情報は以下のとおりであります。  

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)および当連結会計年度(自 平成

17年４月１日 至 平成18年３月31日)において、全セグメントの売上高の合計および全セグメント

の資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合が、いずれも90％を超えているため、所在地別セグメ

ント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)および当連結会計年度(自 平成

17年４月１日 至 平成18年３月31日)において、海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海

外売上高の記載を省略しております。 

  

ＣＣ事業
(百万円)

ＰＣ事業 
(百万円)

ＮＣ事業
(百万円)

ＬＣ事業
(百万円)

その他
の事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結
(百万円) 
 

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

8,465 49,702 8,606 6,706 1,937 75,418 ― 75,418

(2) セグメント間の 
  内部売上高

又は振替高
29,824 653 1,036 690 806 33,010 △33,010 ―

計 38,289 50,355 9,642 7,397 2,744 108,429 △33,010 75,418

営業費用 36,885 48,818 8,725 7,149 2,835 104,414 △33,265 71,148

営業利益又は 
営業損失(△）

1,403 1,536 917 248 △   91 4,014 254 4,269

Ⅱ 資産、減価償却費、
減損損失
及び資本的支出

資産 26,089 14,386 4,540 3,609 24,988 73,615 △ 8,633 64,981

減価償却費 229 67 54 2 276 630 844 1,474

減損損失 23 95 ― ― 650 769 ― 769

資本的支出 71 16 122 ― 208 419 523 942



【関連当事者との取引】 
  
前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 
(1) 役員及び個人主要株主等 

   
(2) 子会社等 

 
 (注) 上記(1)～(2)の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等を含んでお

ります。 

(取引条件及び取引条件の決定方針等) 

 1. ㈱インテラセットとの取引については、賃貸借契約に基づき、一般的取引条件と同様に決定しておりま

す。 

 2. 牛島総合法律事務所との取引については、見積りを入手し価格交渉のうえ、一般的取引条件と同様に決定

しております。 

 3. ㈱ホールネットワークに対する債務保証は、同社の運転資金として金融機関等から借入れた2,246百万円に

対して、合弁先である㈱ソニー・カルチャーエンタテインメント社と出資割合(当社分35.31％)により保証

したものであります。 
  
当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
(1) 役員及び個人主要株主等 

 
(2) 子会社等 
 ㈱ホールネットワークについては、平成17年５月に㈱ソニー・カルチャーエンタテインメントとの合弁契約を

解消して同社株式を売却したことに伴い、債務保証を取止めることにいたしました。 

 (注) 上記(1)の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等を含んでおりま

す。 

(取引条件及び取引条件の決定方針等) 

   牛島総合法律事務所との取引については、見積りを入手し価格交渉のうえ、一般的取引条件と同様に決定

しております。 

属性
会社等の 
名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有（被所
有）割合 
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員
荒木  隆

司
－ －

㈱ イ ン テ

ラ セ ッ ト

代 表 取 締

役社長

（被所有）

直接 1.47 － －
事 務 所 家

賃
35

未

払

金

－

役員 牛島 信 － －

牛 島 総 合

法 律 事 務

所 シ ニ ア

パ ー ト ナ

ー

－ － －

法 務 コ ン

サ ル テ ィ

ング料

82

未

払

金

86

属性
会社等の 
名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有割合 
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連会 
社(当 
該関連 
会社の 
子会社 
を含 
む)

㈱ホール
ネットワ
ーク

東京都 
港区 
北青山

480
コンサート
ホールの 
経営

所有
直接 33.54

兼任１人

同社銀行
借入金等
に対する 
債務保証

営 業
取 引
以 外
の 取
引

債務
保証

793 ― ―

属性
会社等の 
名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有（被所
有）割合 
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 牛島 信 － －

牛 島 総 合

法 律 事 務

所 シ ニ ア

パ ー ト ナ

ー

－ － －

法 務 コ ン

サ ル テ ィ

ング料

129

未

払

金

64



(１株当たり情報) 

  

   
(注) １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 691円34銭

１株当たり当期純利益金額 10円22銭

１株当たり純資産額 768円32銭

１株当たり当期純利益金額 93円79銭

(注) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

(注) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益(百万円) 836 4,478

普通株主に帰属しない金額(百万円) 385 450

(うち利益処分による役員賞与金) （385） （450）

普通株式に係る当期純利益(百万円) 451 4,027

期中平均株式数(千株) 44,125 42,946



(重要な後発事象) 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(エイベックス・グループの再編について)

 当社グループは昨年秋より、新しい環境変化に適応

し、「クリエイティヴ・ベースト・カンパニー」として

さらなる成長をとげるために、エイベックス・グループ

の構造改革を推進してまいりましたが、以下のとおり平

成17年４月１日をもって、当社（以下「AGHD」）を含む

グループ会社の各事業領域及び事業構造・管理機能の再

編を、会社分割、合併及び株式交換によって実施いたし

ました。

(1) AGHDは、平成17年２月10日に開催された取締役会の

決議により、平成17年４月１日付で、エイベックス株

式会社(平成17年４月１日付でエイベックス・エンタ

テインメント株式会社(以下「AEI」)に商号変更)より

人的吸収分割により制作宣伝事業本部本部長室国際部

の一部及び契約部の一部の営業を、株式会社プライ

ム・ディレクション(平成17年４月１日付でエイベッ

クス・ライヴ・クリエイティヴ株式会社 (以下

「ALC」)に商号変更)より人的吸収分割により出版事

業部の一部及び管理部の一部の営業を、株式会社アク

シヴ(平成17年４月１日付でエイベックス・プランニ

ング＆デベロップメント株式会社(以下「APD」)に商

号変更)より人的吸収分割により新規事業の一部及び

管理本部の営業を、それぞれ承継いたしました。

(2) ① AEIは、平成17年２月25日に開催された臨時株

主総会の決議により、平成17年４月１日付で、制

作宣伝事業本部本部長室国際部の一部及び契約部

の一部の営業を、人的吸収分割によりAGHDに承継

させました。

  ② AEIは、平成17年２月25日に開催された臨時株

主総会の決議により、平成17年４月１日付で、編

成本部の一部及び制作宣伝事業本部本部長室国際

部の一部の営業を人的吸収分割により、株式会社

エイベックス・ディストリビューション(平成17

年４月１日付でエイベックス・マーケティング・

コミュニケーションズ株式会社(以下「AMC」)に

商号変更)に承継させました。

  ③ AEIは、平成17年２月25日に開催された臨時株

主総会の決議により、平成17年４月１日付で、株

式交換により株式会社トゥーマックス(以下

「TM」)を完全子会社といたしました。

  ④ AEIは、平成17年２月25日に開催された臨時株

主総会の決議により、平成17年４月１日付で、株

式会社エレファント・ピクチャー(以下「EPI」)

を吸収合併いたしました。

  ⑤ AEIは、平成17年２月25日に開催された臨時株

主総会の決議により、平成17年４月１日付で、

ALCよりレーベル事業部の一部、スタジオ事業

部、開発ルームの一部及び企画ルームの営業を、

人的吸収分割により承継いたしました。

 

 

(取締役及び従業員への新株予約権の発行)

 平成17年6月26日開催の当社第18期定時株主総会で承

認された、旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の

規定に基づくストックオプションとしての新株予約権の

発行について、平成18年4月28日開催の取締役会におい

て、当社及び子会社の取締役及び従業員に対し、同日付

で当該新株予約権を発行することを決議いたしました。

(1）有価証券の種類及び銘柄

エイベックス・グループ・ホールディングス株式

会社 新株予約権証券

(2）新株予約権の発行日

平成18年4月28日

(3）新株予約権の発行数

7,600個 

（新株予約権１個につき当社普通株式100株）

(4）新株予約権の発行価格

無償とする

(5）発行価額の総額

2,584,000,000円

(6）新株予約権の目的となる株式の種類及び数

当社普通株式 760,000株

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、

次の算式により目的たる株式の数を調整するもの

とし、その調整の時期は株式分割においてはその

基準日の翌日、株式併合においてはその効力発生

の日とする。ただし、かかる調整は新株予約権の

うち、当該時点で権利行使していない新株予約権

の目的たる株式数についてのみ行われ、調整の結

果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨

てるものとする。

調整後
株式数

＝
調整前
株式数

×
分割又は 
併合の比率

(7）各新株予約権の行使に際して払い込をなすべき金額

１個の新株予約権につき340,000円 

（１株につき3,400円）

なお、新株予約権発行後、当社が株式の分割又は

併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後 
払込金額

＝
調整前
払込金額

×

1

分割又は 
併合の比率

また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価

額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合

は（新株予約権の行使によるものを除く。）、次

の算式により払込金額を調整し、調整による１円

未満の端数は切り上げる。

調整
後 
払込
金額

＝

調整
前 
払込
金額

×

既発行
株式数

＋

新規発
行株式
数

×
１株当たり
払込金額

１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数



前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

  ⑥ AEIは、平成17年2月25日に開催された臨時株主

総会の決議により、平成17年4月1日付で、APDよ

りエグゼクティブオフィス、R&D事業部の一部、

クリエイティブ事業部の一部、メディア＆プラン

ニング事業部の一部、マネジメント事業部の一

部、BRM事業部の一部、映像事業部の一部及びラ

イツマネジメント事業部の一部の営業を、人的吸

収分割により承継いたしました。

  ⑦ AEIは、平成17年2月25日に開催された臨時株主

総会の決議により、平成17年4月1日付で、AMCよ

りJ-moreレーベルの音楽制作・宣伝に関する営業

を、人的吸収分割により承継いたしました。

(3) ① ALCは、平成17年2月25日に開催された臨時株主

総会の決議により、平成17年4月１日付で、音楽

出版事業部の一部及び管理部の一部の営業を、人

的吸収分割によりAGHDに承継させました。 

  ② ALCは、平成17年２月25日に開催された臨時株

主総会の決議により、平成17年４月１日付で、レ

ーベル事業部の一部、スタジオ事業部、開発ルー

ムの一部及び企画ルームの営業を、人的吸収分割

によりAEIに承継させました。

  ③ ALCは、平成17年２月25日に開催された臨時株

主総会の決議により、平成17年４月１日付でレー

ベル事業部の一部及び管理部の一部の営業を、人

的吸収分割によりAMCに承継させました。

    ④ ALCは、平成17年2月25日に開催された臨時株主

総会の決議により、平成17年4月1日付で、APDよ

りクリエイティブ事業部の一部の営業を、人的吸

収分割により承継いたしました。

(4) 株式会社ハウディインターナショナル(以下「ハウ

ディ」)は、平成17年２月25日に開催された臨時株主

総会の決義により平成17年４月１日付で、エイベック

スネットワーク株式会社(以下「ANI」)に合併し解散

いたしました。

(5) ① APDは、平成17月2月25日に開催された臨時株主

総会の決議により、平成17年4月1日付で、株式会

社ベイビーアトランティック（以下「BA」）を吸

収合併いたしましました。

  ② APDは、平成17年２月25日に開催された臨時株

主総会の決議により、平成17年４月１日付で、新

規事業の一部及び管理本部の営業を、人的吸収分

割によりAGHDに承継させました。

  ③ APDは、平成17年2月25日に開催された臨時株主

総会の決議により、平成17年4月1日付で、エグゼ

クティブオフィス、R&D事業部の一部、クリエイ

ティブ事業部の一部、メディア＆プランニング事

業部の一部、マネジメント事業部の一部、BRM事

業部の一部、映像事業部の一部及びライツマネジ

メント事業部の一部の営業を、人的吸収分割によ

りAEIに承継させました。

 

(8）新株予約権の行使期間

平成20年7月1日から平成27年6月25日まで

(9）新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権

者」という）は、権利行使時においても、当社又

は子会社の取締役もしくは従業員の立場にあるこ

とを要す。ただし、任期満了による退任、定年退

職その他正当な事由がある場合はこの限りではな

い。

②  新株予約権者が死亡した場合、その相続人による

新株予約権の行使は認めない。

③  新株予約権の質入その他一切の処分は認めない。

④  その他の条件については、平成17年6月26日開催

の当社第18期定時株主総会及び平成18年4月28日

開催の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権

者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定

めるところによる。

(10）新株予約権の行使により株券を発行する場合の当

該株券の発行価格のうち資本組入額

1,292,000,000円（１株につき1,700円）

また、発行価額の調整が行われた場合の資本組入

額は、調整後の発行価額の2分の1とする。 

なお、資本組入額の計算の結果１円未満の端数が

生じた場合は、その端数を切り上げた額とする。

(11）新株予約権の譲渡に関する事項

平成20年7月1日から平成27年6月25日まで

(12）新株予約権者が提出会社に関係する会社として定

義府令第三条の三第二項各号に規定する会社の取締役

又は使用人である場合の当該会社と提出会社との間の

関係 

当該会社は当社の完全子会社であります。

(13）新株予約権者の人数及びその内訳

合計205名であり、内訳は下記の通りであります。

当社取締役 14名 1,450個（145,000株）

当社従業員 36名 1,140個（114,000株）

当社完全子会社取締役 21名 1,355個（135,500株）

当社完全子会社従業員 134名 3,655個（365,500株）

(14）新株予約権者と提出会社との間の取決めの内容

当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約

権割当契約」によるものとする。

（外部契約者への新株予約権の付与）

 平成17年6月26日開催の当社第18期定時株主総会で承

認された、旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の

規定に基づくストックオプションとしての新株予約権の

発行について、平成18年5月29日開催の取締役会におい

て、外部契約者に対し、同日付で当該新株予約権を発行

することを決議いたしました。

(1）有価証券の種類及び銘柄

エイベックス・グループ・ホールディングス株式

会社 新株予約権証券

(2）新株予約権の発行日

平成18年6月6日



前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

  ④ APDは、平成17年２月25日に開催された臨時株

主総会の決議により、平成17年４月１日付で新規

事業の一部及びライツ＆プランニング事業部の営

業を、人的吸収分割によりANIに承継させまし

た。

  ⑤ APDは、平成17年２月25日に開催された臨時株

主総会の決議により、平成17年４月１日付でクリ

エイティブ事業部の一部の営業を、人的吸収分割

によりALCに承継させました。

(6) ① AMCは、平成17年2月25日に開催された臨時株主

総会の決議により、平成17年4月1日付で、AEIよ

り編成本部の一部及び制作宣伝事業本部本部長室

国際部の一部の営業を人的吸収分割により、承継

いたしました。

  ② AMCは、平成17年2月25日に開催された臨時株主

総会の決議により、平成17年4月1日付で、J-more

レーベルの音楽制作・宣伝に関する営業を、人的

吸収分割により、AEIに承継させました。

  ③ AMCは、平成17年2月25日に開催された臨時株主

総会の決議により、平成17年4月1日付で、ALCよ

りレーベル事業部の一部及び管理部の一部の営業

を、人的吸収分割により、承継いたしました。

(7) TMは、平成17年２月25日に開催された臨時株主総会

の決議により、平成17年４月１日付で株式交換によ

り、AEIの完全子会社となりました。

(8) ① ANIは、平成17年２月25日に開催された臨時株

主総会の決議により、平成17年４月１日付をもっ

て、ハウディを吸収合伴いたしました。

  ② ANIは、平成17年２月25日に開催された臨時株

主総会の決議により、平成17年４月１日付でAPD

より新規事業の一部及びライツ＆プランニング事

業部の一部の営業を、人的吸収分割により、承継

いたしました。

(9) EPIは、平成17年２月25日に開催された臨時株主総

会の決議により、平成17年４月１日付でAEIに合併し

解散いたしました。

(10) BAは、平成17年２月25日に開催された臨時株主総

会の決議により、平成17年４月１日付でAPDに合併し

解散いたしました。

 

 

 

(3）新株予約権の発行数

2,295個 

（新株予約権１個につき当社普通株式100株）

(4）新株予約権の発行価格

無償とする

(5）新株予約権の行使により発行する株式の発行価額の

総額

781,447,500円

(6）新株予約権の目的となる株式の種類及び数

当社普通株式 229,500株

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、

次の算式により目的たる株式の数を調整するもの

とし、その調整の時期は株式分割においてはその

基準日の翌日、株式併合においてはその効力発生

の日とする。ただし、かかる調整は新株予約権の

うち、当該時点で権利行使していない新株予約権

の目的たる株式数についてのみ行われ、調整の結

果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨

てるものとする。

調整後
株式数

＝
調整前
株式数

×
分割又は 
併合の比率

(7）各新株予約権の行使に際して払い込をなすべき金額

１個の新株予約権につき340,500円 

（１株につき3,405円）

なお、新株予約権発行後、当社が株式の分割又は

併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後 
払込金額

＝
調整前
払込金額

×

1

分割又は 
併合の比率

また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価

額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合

は（新株予約権の行使によるものを除く。）、次

の算式により払込金額を調整し、調整による１円

未満の端数は切り上げる。

調整
後 
払込
金額

＝

調整
前 
払込
金額

×

既発行
株式数

＋

新規発
行株式
数

×
１株当たり
払込金額

１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数

(8）新株予約権の行使期間

平成20年7月1日から平成27年6月25日まで



  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(9）新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権

者」という）は、権利行使時においても、当社又

は子会社の取締役もしくは従業員の立場にある

か、当社又は子会社との契約関係があることを要

す。ただし、任期満了による退任、定年退職その

他正当な事由がある場合はこの限りではない。

②  新株予約権者が死亡した場合、その相続人による

新株予約権の行使は認めない。

③  新株予約権の質入その他一切の処分は認めない。

④  その他の条件については、平成17年6月26日開催

の当社等18期定時株主総会及び平成18年5月29日

開催の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権

者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定

めるところによる。

(10）新株予約権の消却事由及び消却の条件

① 当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたと

き、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認

の議案又は株式移転の議案につき株主総会で承認

されたときは、当社は新株予約権を無償で消却す

ることができるものとします。

②  新株予約権者が、権利行使する前に、「新株予約

権の行使の条件」に該当しない状態になり、権利

を喪失した場合には、当社はその新株予約権を無

償で消却することができるものとします。

(11）新株予約権の行使の条件

新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要

するものとします。

(12）新株予約権の行使により新株を発行する場合の発

行価額のうち資本に組入れる額

１株につき1,703円

(13）新株予約権の割当対象者

外部契約者84名

(14）新株予約権者と提出会社との間の取決めの内容

当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約

権割当契約」によるものとする。



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりで

あります。 
  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 2,000 10,000 0.54

１年以内返済予定長期借
入金

3,001 3,000 1.33 ―

長期借入金(１年以内に
返済予定のものを除く)

4,500 6,500 1.33
平成19年9月28日～
平成20年7月31日

計 9,501 19,500 ― ―

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内 
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

1,500 5,000 ― ―



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

  現金及び預金 2,926 2,683

  売掛金 ※３ 153 409

  前渡金 12 0

  前払費用 39 45

  前払印税 ― 13

  繰延税金資産 104 160

  短期貸付金 ※３ ― 872

  未収入金 ※３ 992 219

  その他 535 59

  貸倒引当金 △    3 △    7

   流動資産合計 4,760 10.1 4,457 8.0

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

   建物 ※４ 4,344 4,564

    減価償却累計額 1,429 2,915 1,488 3,076

   機械装置 81 81

    減価償却累計額 76 5 77 4

   車両運搬具 29 67

    減価償却累計額 16 13 27 40

   工具器具備品 851 1,097

    減価償却累計額 537 314 726 371

   土地 ※４ 18,682 18,684

   建設仮勘定 ― 257

   有形固定資産合計 21,930 46.7 22,434 40.2



 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 ２ 無形固定資産

   借地権 8 18

   ソフトウエア 560 409

   電話加入権 5 5

   無形固定資産合計 574 1.2 433 0.8

 ３ 投資その他の資産

   投資有価証券 4,685 4,971

   関係会社株式 12,247 22,355

   関係会社長期貸付金 580 140

   破産更生債権等 51 51

   繰延税金資産 1,092 99

   敷金及び差入保証金 308 344

   保険積立金 295 ―

   長期性預金 500 500

   その他 65 114

   貸倒引当金 △   51 △  174

   投資その他の資産合計 19,775 42.0 28,404 51.0

   固定資産合計 42,281 89.9 51,272 92.0

   資産合計 47,041 100.0 55,729 100.0



 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

  短期借入金 2,000 10,000

  １年以内返済予定 
  長期借入金

※４ 3,000 3,000

  未払金 ※３ 698 759

  未払費用 137 114

  未払印税 ― 526

  未払法人税等 12 20

  未払消費税等 ― 151

  前受金 1 ―

  預り金 ※３ 16,176 14,162

  前受収益 39 36

  賞与引当金 ― 216

  事業閉鎖損失引当金 79 ―

  その他 14 7

   流動負債合計 22,161 47.1 28,995 52.0

Ⅱ 固定負債

  長期借入金 ※４ 4,500 6,500

  退職給付引当金 62 92

  役員退職慰労引当金 185 181

  預り保証金 404 387

   固定負債合計 5,152 11.0 7,161 12.9

   負債合計 27,314 58.1 36,156 64.9

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※１ 4,229 9.0 4,229 7.6

Ⅱ 資本剰余金

   資本準備金 5,001 5,076

   資本剰余金合計 5,001 10.6 5,076 9.1

Ⅲ 利益剰余金

   利益準備金 501 501

   任意積立金

    別途積立金 12,000 12,000 12,000 12,000

   当期未処分利益 2,863 1,825

   利益剰余金合計 15,365 32.7 14,326 25.7

Ⅳ その他有価証券評価差額金 591 1.2 1,403 2.5

Ⅴ 自己株式 ※２ △ 5,460 △11.6 △ 5,464 △9.8

   資本合計 19,727 41.9 19,572 35.1

   負債・資本合計 47,041 100.0 55,729 100.0



② 【損益計算書】 

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日
 至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

  製品売上高 ※１ 13,897 ―

  商品売上高 ※１ 763 ―

  その他収入 ※１ 2,245 16,906 ― ―

Ⅱ 営業収益 ※１ 2,377 10,828

   売上高及び営業収益合計 19,283 100.0 10,828 100.0

Ⅲ 売上原価

  製商品原価

  １ 製品期首たな卸高 205 ―

  ２ 商品期首たな卸高 28 ―

  ３ 当期製品製造原価 5,990 ―

  ４ 当期商品仕入高 646 ―

計 6,871 ―

  ５ 製品他勘定振替高 68 ―

  ６ 商品他勘定振替高 0 ―

  会社分割による振替高(製
品)

157 ―

  会社分割による振替高(商
品)

55 6,588 ― ―

  印税 4,509 ―

  その他売上原価 1,183 ―

   売上原価合計 12,281 ―

Ⅳ 営業原価 252 2,914

  売上原価及び営業原価合計 12,533 65.0 2,914 26.9

   売上総利益 6,750 35.0 7,913 73.1

Ⅴ 販売費及び一般管理費

  広告宣伝・販促費用 3,598 652

  役員報酬 373 377

  従業員給料・賞与 1,142 1,033

  退職給付費用 32 17

  役員退職慰労引当金繰入額 39 41

  その他人件費 272 421

  賃借料 115 104

  減価償却費 848 760

  修繕費 280 343

  業務委託料 385 544

  広報・IR諸費用 457 635

  租税公課 87 72

  法務コンサルティング費 82 147

  その他 1,206 8,924 46.3 1,472 6,624 61.2

 営業利益又は営業損失（△） △ 2,174 △11.3 1,289 11.9



 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 営業外収益

  受取利息 4 1

  有価証券利息 11 5

  受取配当金 ※１ 4,611 36

  投資事業組合等運用益 31 53

  為替差益 24 4

  関係会社業務委託手数料 
  収入

92 ―

  未払印税整理益 6 ―

  その他 13 4,794 24.8 30 131 1.2

Ⅶ 営業外費用

  支払利息 175 182

  支払手数料 19 25

  その他 83 278 1.4 5 214 2.0

   経常利益 2,340 12.1 1,207 11.1

Ⅷ 特別利益

  固定資産売却益 4 0

  投資有価証券売却償還益 492 14

  ゴルフ会員権売却益 17 ―

  役員退職慰労引当金戻入益 1 ―

  事業閉鎖損失引当金戻入益 ― 79

  保険解約収入 ― 22

  その他特別利益 ― 515 2.7 5 121 1.1

Ⅸ 特別損失

  投資有価証券売却損 19 ―

  固定資産売却損 16 2

  ゴルフ会員権売却損 15 ―

  固定資産除却損 ※２ 125 32

  投資有価証券評価損 710 138

  減損損失 ※３ 221 ―

  事業閉鎖損失引当金繰入額 79 ―

  関係会社株式評価損 243 ―

  貸倒引当金繰入額 ― 122

  その他 3 1,435 7.4 0 296 2.7

   税引前当期純利益 1,420 7.4 1,032 9.5

   法人税、住民税 
   及び事業税

△    67 0

   法人税等調整額 △   757 △  824 △4.2 462 462 4.2

   当期純利益 2,245 11.6 570 5.3

   前期繰越利益 1,501 2,004

   分割資産受入による繰越 
   利益の増加額

― 109

   中間配当額 882 858

   当期未処分利益 2,863 1,825



製造原価明細書 

  

 
(注) 

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ 外注加工費 1,750 29.7

Ⅱ 労務費 ※２ 462 7.8

Ⅲ 経費 ※３ 3,688 62.5

  当期総製造費用 5,901 100.0

  期首仕掛品たな卸高 2,260

合計 8,162

  他勘定振替高 ※４ 537

  期末仕掛品たな卸高 ―

  会社分割による振替高 1,633

  当期製品製造原価 5,990

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 １ 原価計算方法

実際原価による個別原価計算制度を採用してお

ります。

※２ 労務費のうち引当金繰入額

退職給付費用 8百万円

※３ 経費の主な内訳は次のとおりであります。

原盤及びジャケット制作費 2,183百万円

旅費交通費 76百万円

地代家賃 17百万円

減価償却費 77百万円

※４ 他勘定振替高の主な内訳は次のとおりであり

ます。

共同原盤制作による未収入金等 537百万円



③ 【利益処分計算書】 

  

 
  

前事業年度
(平成17年６月26日)

当事業年度 
(平成18年６月25日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 2,863 1,825

Ⅱ 利益処分額

  配当金 858 858

  役員賞与金 ― 317

  （うち監査役賞与金） （―） 858 （ 5） 1,176

Ⅲ 次期繰越利益 2,004 649



重要な会計方針 

  

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及

び評価方法

(1) 満期保有目的の債券

   償却原価法(定額法)

(2) 子会社株式及び関連会社株式

   移動平均法による原価法

(3) その他有価証券

  時価のあるもの

   決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)

  時価のないもの

   移動平均法による原価法

  投資事業有限責任組合等への出資

   最近の決算書に基づく当社持分

相当額により評価しておりま

す。

(1)    ――――――

(2) 子会社株式及び関連会社株式

   同左

(3) その他有価証券

  時価のあるもの

   同左

  時価のないもの

   同左

  投資事業有限責任組合等への出資

   同左

   

２ 固定資産の減価償却の

方法

(1) 有形固定資産

  定率法、ただし平成10年４月１日

以降取得した建物(建物付属設備は

除く)については定額法によってお

ります。なお、耐用年数は以下のと

おりであります。

 建物     ３～48年

 その他    ３～20年

(1) 有形固定資産

  定率法、ただし平成10年４月１日

以降取得した建物(建物付属設備は

除く)については定額法によってお

ります。なお、耐用年数は以下のと

おりであります。

 建物     ３～48年

 機械装置   ７～10年

 車両運搬具  ４～６年

 工具器具備品 ２～20年

(2) 無形固定資産

  自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間(３

～５年)に基づく定額法によってお

ります。

(2) 無形固定資産 

   同左

３ 外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基準

 外貨建金銭債権債務は、決算期末日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しておりま

す。

   同左

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(1) 貸倒引当金 

   同左



 

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

(2) 賞与引当金

  従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、将来の支給見込額

のうち、当事業年度に帰属する部分

の金額を計上しております。

 （追加情報）

 当社は、当事業年度から業績連動型

賞与制度を採用しており、業績連動

に伴う負担額が発生したことによ

り、賞与引当金を計上しておりま

す。

(2) 事業閉鎖損失引当金

  将来の事業閉鎖により発生する損

失に備え、損失発生見込額を計上し

ております。

(3)        ――――――

  

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。数理計算上の差異

は、その発生時の翌事業年度から１

年で費用処理することとしておりま

す。

(4) 退職給付引当金 

   同左

(4) 役員退職慰労引当金

役員に対する退職慰労金の支給に

充てるため、内規に基づく期末要支

給額の100％を計上しております。

(5) 役員退職慰労引当金

   同左

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が、借主に移転

すると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係わる方法に準じた会計

処理によっております。

   同左

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしておりますので、

特例処理を採用しております。

(1) ヘッジ会計の方法

   同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段  金利スワップ取引

  ヘッジ対象  長期借入金の利息

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

   同左

(3) ヘッジ方針

  将来の金利変動によるリスクの回

避を目的としており、リスクヘッジ

目的以外の取引は行わない方針であ

ります。

(3) ヘッジ方針

   同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

  金利スワップについては、特例処

理を採用しているため、ヘッジの有

効性の評価は省略しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

   同左



 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

７ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

(1)消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は税抜方式によ

っております。

(1)消費税等の処理方法 

   同左

(2)持株会社としての損益の表示 

 当社は、平成16年10月１日付けの会

社分割により持株会社に移行しており

ます。これにより、持株会社移行後は

子会社から受け取るグループ運営負担

金収入等が主な収益となるため、従来

の音楽映像事業等に係る売上高と区分

して「営業収益」として表示しており

ます。 

 また、営業収益に対応する原価につ

いては、従来の音楽映像事業等に係る

売上原価と区分して「営業原価」とし

て表示しております。

(2)        ――――――

(3)その他 

 記載金額が「0」は百万円未満であ

ることを示しております。また、記載

金額が「―」は該当金額がないことを

示しております。

(3)その他 

   同左



(会計方針の変更) 

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準)

 固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日)が平成16年３月31日に終了する事業年度に

係る財務諸表から適用できることになったことに伴い、

当事業年度から同会計基準及び同適用指針を適用してお

ります。これにより税引前当期純利益221百万円減少し

ております。

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。

＿＿＿＿＿＿＿＿＿



（表示方法の変更） 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(貸借対照表) 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年６

月９日法律第97号)により、証券取引法第２条第２項に

おいて、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合へ

の出資を有価証券とみなすこととされたことに伴い、従

来、投資その他の資産の「出資金」に計上しておりまし

た当該組合等に係る出資金については、当事業年度より

「投資有価証券」に計上しております。(前事業年度

1,196百万円、当事業年度1,236百万円)

(貸借対照表) 

 短期貸付金は当事業年度において重要性が増したた

め、区分掲記することとしました。 

 なお、前事業年度は流動資産のその他に16百万円含ま

れております。

(損益計算書関係)

販売費及び一般管理費

 当社グループは、平成17年４月１日をもって、当社を

含む各グループ会社の各事業領域及び事業構造・管理機

能の再編を会社分割、合併、及び株式交換によって実施

致しました。当社についても、平成17年４月１日付で会

社分割を行い、持株会社としての管理機能をより効果的

かつ効率的に発揮すべく、再編を行っております。

 これに伴い、上記再編による効果と当該科目の内容を

より明瞭に表示するため、当事業年度から、適当と認め

られる費目に分類し、当該内容を示す名称を付した科目

をもって区分表示しております。

 なお、期間比較上、前事業年度についても同様に遡及

修正しております。

 又、前事業年度の表示については以下のとおりであり

ます。

前事業年度

(自 平成16年4月 1日

 至 平成17年3月31日)

区分 金額（百万円）

Ⅴ 販売費及び一般管理費

 広告宣伝費 3,057

 販売促進費 672

 物流費 26

 役員報酬 373

 従業員給料・賞与 1,142

 退職給付費用 32

 役員退職慰労引当金繰入額 39

 その他人件費 272

 賃借料 115

 減価償却費 848

 租税公課 87

 その他 2,255 8,924



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

 

※１ 授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数 普通株式 184,631,000株

発行済株式総数 普通株式 46,157,810株

 ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた

場合には、これに相当する株式数を減ずることとな

っております。

 

※１ 授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数 普通株式 184,631,000株

発行済株式総数 普通株式 46,157,810株

 ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた

場合には、これに相当する株式数を減ずることとな

っております。

※２ 自己株式の保有数

普通株式 3,209,565株

※２ 自己株式の保有数

普通株式 3,211,333株

※３ 関係会社に対する資産及び負債

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主な資産及び負債は次のとおりで

あります。

売掛金 136百万円

短期貸付金 16百万円

未収入金 28百万円

未払金 28百万円

預り金 16,144百万円

※３ 関係会社に対する資産及び負債

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主な資産及び負債は次のとおりで

あります。

売掛金 363百万円

短期貸付金 868百万円

未収入金 198百万円

未払金 115百万円

預り金 14,124百万円

 

※４ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。

  (1) 担保資産

建物 1,955百万円

土地 18,613百万円

計 20,569百万円

  (2) 担保付債務

１年以内返済予定長期借入金 3,000百万円

長期借入金 4,500百万円

計 7,500百万円

 

※４ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。

  (1) 担保資産

建物 1,891百万円

土地 18,613百万円

計 20,505百万円

  (2) 担保付債務

１年以内返済予定長期借入金 3,000百万円

長期借入金 6,500百万円

計 9,500百万円

 ５ 保証債務

   下記関係会社の金融機関等からの借入に対し、債

務保証を行っております。

㈱ホールネットワーク 793百万円
 

 ５           ――――――――― 

   

 ６ 配当制限

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額

591百万円

 ６ 配当制限

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額

1,403百万円

 ７ 運転資金の効率かつ安定的な調達を行うため、取

引銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミットメント

契約を締結しております。これら契約に基づく当事

業年度末の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。

当座貸越極度額及び
貸出コミットメントの総額

10,000百万円

借入実行残高 2,000百万円

差引額 8,000百万円

 ７ 運転資金の効率かつ安定的な調達を行うため、取

引銀行２行と当座貸越契約及び貸出コミットメント

契約を締結しております。これら契約に基づく当事

業年度末の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。

当座貸越極度額及び
貸出コミットメントの総額

15,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 15,000百万円



(損益計算書関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 関係会社との取引

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社との主な取引は次のとおりであります。

製品売上高 13,012百万円

商品売上高 666百万円

その他収入 1,234百万円

営業収益 1,872百万円

計 16,784百万円

受取配当金 4,587百万円
 

 

※１ 関係会社との取引

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社との主な取引は次のとおりであります。

営業収益 7,177百万円

（内訳）

 関係会社受入手数料 6,721百万円

 不動産賃貸収入 433百万円

 その他 22百万円

※２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

   有形固定資産

建物 123百万円

工具器具備品 1百万円

車両運搬具 0百万円

計 125百万円

 

 

※２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

 (1) 有形固定資産

工具器具備品 18百万円

 (2) 無形固定資産

ソフトウエア 13百万円

※３ 当事業年度における固定資産の減損損失に関する

事項は、次のとおりであります。

  (1) 資産をグルーピングした方法

    当社は音楽映像事業の用に供している固定資産

等について、音楽映像事業で１つの資産グループ

とし、その内、継続的に収支管理している事業用

不動産についてはその物件ごとに１つの資産グル

ープに、音楽映像事業の用に供していない賃貸用

不動産についてはその物件ごとに１つの資産グル

ープとしております。

※３       ＿＿＿＿＿＿＿＿

  (2) 減損損失の認識に至った経緯

    賃貸用不動産につきましては時価の著しい下落

のため、帳簿価額を回収可能価額まで減少し、当

該減少額を特別損失として計上いたしました。

 

  (3) 減損損失を認識した資産グループと減損損失計

上額の固定資産ごとの内訳

用途 種類 場所
金額 
(百万円)

賃貸用不動産
建物
・土地

東京都
港区

203

賃貸用不動産
建物
・土地

神奈川県
横浜市

18

   ※減損損失の内訳

建物 104百万円

土地 116百万円

合計 221百万円

  (4) 回収可能価額の算定方法

    回収可能価額は正味売却価額を適用し、不動産

鑑定士による鑑定評価額を基に算定しておりま

す。



(リース取引関係) 

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 161 122 38

工具器具備品 172 120 52

合計 334 243 91

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

車両運搬具 3 2 0

工具器具備品 51 26 24

合計 54 29 25

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 46百万円

１年超 17百万円

合計 63百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 10百万円

１年超 15百万円

合計 26百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 60百万円

減価償却費相当額 54百万円

支払利息相当額 3百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 14百万円

減価償却費相当額 13百万円

支払利息相当額 1百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を０とする定

額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

 同左

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

 同左

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 3百万円

１年超 4百万円

合計 7百万円

 

２            ___________________



(有価証券関係) 

  
 前事業年度(平成17年３月31日現在) 
  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  
 当事業年度(平成18年３月31日現在) 
  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

 
  

  
  

区分
貸借対照表計上額 
（百万円）

時価
（百万円）

差額 
（百万円）

関連会社株式 10,246 10,552 306

計 10,246 10,552 306



(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 繰延税金資産

 繰越欠損金 859百万円

 投資有価証券評価損 366百万円

 減価償却費 346百万円

 投資事業組合等運用損 151百万円

 関係会社株式評価損 149百万円

 その他 289百万円

繰延税金資産小計 2,162百万円

評価性引当額 △558百万円

繰延税金資産合計 1,603百万円

 繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 △405百万円

繰延税金負債合計 △405百万円

繰延税金資産(負債)の純額 1,197百万円

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 繰延税金資産

 繰越欠損金 326百万円

 投資有価証券評価損 415百万円

 減価償却費 399百万円

 投資事業組合等運用損 183百万円

 関係会社株式評価損 149百万円

 その他 386百万円

繰延税金資産小計 1,859百万円

評価性引当額 △637百万円

繰延税金資産合計 1,222百万円

 繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 △962百万円

繰延税金負債合計 △962百万円

繰延税金資産(負債)の純額 259百万円

(注) 繰延税金資産の純額は貸借対照表の以下の項目に

含まれている。

流動資産―繰延税金資産 104百万円

固定資産―繰延税金資産 1,092百万円

(注) 繰延税金資産の純額は貸借対照表の以下の項目に

含まれている。

流動資産―繰延税金資産 160百万円

固定資産―繰延税金資産 99百万円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

  受取配当金等永久に益金に
  算入されない項目

△130.8％

  交際費等永久に損金に算入
  されない項目

3.9％

  評価性引当額 27.8％

  その他 0.4％

税効果会計適用後の法人税等 
の負担率

△58.0％  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

 交際費等永久に損金に算入
  されない項目

4.2％

 評価性引当額 10.7％

 過年度税務申告所得差異 △10.9％

  その他 0.1％

税効果会計適用後の法人税等
の負担率

44.8％



(１株当たり情報) 

  

   
(注) １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 459円33銭

１株当たり当期純利益金額 50円89銭

１株当たり純資産額 448円35銭

１株当たり当期純利益金額 5円89銭

(注) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

(注) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益(百万円) 2,245 570

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― 317

(うち利益処分による役員賞与金) (―) (317)

普通株式に係る当期純利益(百万円) 2,245 252

期中平均株式数(千株) 44,125 42,947



(重要な後発事象) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(エイベックス・グループの再編について)

 当社グループは昨年秋より、新しい環境変化に適応

し、「クリエイティヴ・ベースト・カンパニー」として

さらなる成長をとげるために、エイベックス・グループ

の構造改革を推進してまいりましたが、以下のとおり平

成17年４月１日をもって、当社（以下「AGHD」)を含む

グループ会社の各事業領域及び事業構造・管理機能の再

編を、会社分割、合併及び株式交換によって実施いたし

ました。

(1) AGHDは、平成17年2月10日に開催された取締役会の

決議により、平成17年4月1日付で、エイベックス株式

会社（平成17年4月１日付でエイベックス・エンタテ

インメント株式会社（以下「AEI」）に商号変更）よ

り人的吸収分割により制作宣伝事業本部本部長室国際

部の一部及び契約部の一部の営業を、株式会社プライ

ム・ディレクション（平成17年4月１日付でエイベッ

クス・ライヴ・クリエイティヴ株式会社（以下

「ALC」）に商号変更）より人的吸収分割により出版

事業部の一部及び管理部の一部の営業を、株式会社ア

クシヴ（平成17年4月1日付でエイベックス・プランニ

ング＆デベロップメント株式会社（以下「APD」）に

商号変更）より人的吸収分割により新規事業の一部及

び管理本部の営業を、それぞれ承継いたしました。

(2) ① AEIは、平成17年2月25日に開催された臨時株主

総会の決議により、平成17年４月1日付で、制作

宣伝事業本部本部長室国際部の一部及び契約部の

一部の営業を、人的吸収分割によりAGHDに承継さ

せました。

   ② AEIは、平成17年2月25日に開催された臨時株主

総会の決議により、平成17年4月1日付で、編成本

部の一部及び制作宣伝事業本部本部長室国際部の

一部の営業を人的吸収分割により、株式会社エイ

ベックス・ディストリビューション(平成17年4月

1日付でエイベックス・マーケティング・コミュ

ニケーションズ株式会社(以下「AMC」)に商号変

更)に承継させました。

  ③ AEIは、平成17年2月25日に開催された臨時株主

総会の決議により、平成17年4月1日付で、株式交

換により株式会社トゥーマックス(以下「TM」)を

完全子会社といたしました。

  ④ AEIは、平成17年2月25日に開催された臨時株主

総会の決議により、平成17年4月1日付で、株式会

社エレファント・ピクチャー(以下「EPI」)を吸

収合併いたしました。

  ⑤ AEIは、平成17年2月25日に開催された臨時株主

総会の決議により、平成17年4月1日付で、ALCよ

りレーベル事業部の一部、スタジオ事業部、開発

ルームの一部及び企画ルームの営業を、人的吸収

分割により承継いたしました。

 

 

(取締役及び従業員への新株予約権の発行)

 平成17年6月26日開催の当社第18期定時株主総会で承

認された、旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の

規定に基づくストックオプションとしての新株予約権の

発行について、平成18年4月28日開催の取締役会におい

て、当社及び子会社の取締役及び従業員に対し、同日付

で当該新株予約権を発行することを決議いたしました。

(1）有価証券の種類及び銘柄

エイベックス・グループ・ホールディングス株式

会社 新株予約権証券

(2）新株予約権の発行日

平成18年4月28日

(3) 新株予約権の発行数

7,600個 

（新株予約権１個につき当社普通株式100株）

(4）新株予約権の発行価格

無償とする

(5) 発行価額の総額

2,584,000,000円

(6）新株予約権の目的となる株式の種類及び数

当社普通株式 760,000株

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、

次の算式により目的たる株式の数を調整するもの

とし、その調整の時期は株式分割においてはその

基準日の翌日、株式併合においてはその効力発生

の日とする。ただし、かかる調整は新株予約権の

うち、当該時点で権利行使していない新株予約権

の目的たる株式数についてのみ行われ、調整の結

果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨

てるものとする。

調整後
株式数

＝
調整前
株式数

×
分割又は 
併合の比率

(7）各新株予約権の行使に際して払い込をなすべき金額

１個の新株予約権につき340,000円 

（１株につき3,400円）

なお、新株予約権発行後、当社が株式の分割又は

併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後 
払込金額

＝
調整前
払込金額

×

1

分割又は 
併合の比率

また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価

額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合

は（新株予約権の行使によるものを除く。）、次

の算式により払込金額を調整し、調整による１円

未満の端数は切り上げる。

調整
後 
払込
金額

＝

調整
前 
払込
金額

×

既発
行株
式数

＋

新規発行
株式数

×
１株当たり払
込金額

１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数



前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

   ⑥ AEIは、平成17年2月25日に開催された臨時株主

総会の決議により、平成17年4月1日付で、APDよ

りエグゼクティブオフィス、R&D事業部の一部、

クリエイティブ事業部の一部、メディア＆プラン

ニング事業部の一部、マネジメント事業部の一

部、BRM事業部の一部、映像事業部の一部及びラ

イツマネジメント事業部の一部の営業を、人的吸

収分割により承継いたしました。

   ⑦ AEIは、平成17年2月25日に開催された臨時株主

総会の決議により、平成17年4月1日付で、AMCよ

りJ-moreレーベルの音楽制作・宣伝に関する営業

を、人的吸収分割により承継いたしました。

(3) ① ALCは、平成17年2月25日に開催された臨時株主

総会の決議により、平成17年4月１日付で、音楽

出版事業部の一部及び管理部の一部の営業を、人

的吸収分割によりAGHDに承継させました。

    ② ALCは、平成17年2月25日に開催された臨時株主

総会の決議により、平成17年4月1日付で、レーベ

ル事業部の一部、スタジオ事業部、開発ルームの

一部及び企画ルームの営業を、人的吸収分割によ

りAEIに承継させました。

    ③ ALCは、平成17年2月25日に開催された臨時株主

総会の決議により、平成17年4月1日付で、レーベ

ル事業部の一部及び管理部の一部の営業を、人的

吸収分割によりAMCに承継させました。

    ④ ALCは、平成17年2月25日に開催された臨時株主

総会の決議により、平成17年4月1日付で、APDよ

りクリエイティブ事業部の一部の営業を、人的吸

収分割により承継いたしました。

(4）株式会社ハウディインターナショナル(以下「ハウ

ディ」)は、平成17年2月25日に開催された臨時株主総

会の決議により、平成17年4月1日付で、エイベックス 

ネットワーク株式会社（以下「ANI」）に合併し解散

いたしました。

(5）① APDは、平成17月2月25日に開催された臨時株主

総会の決議により、平成17年4月1日付で、株式会

社ベイビーアトランティック（以下「BA」）を吸

収合併いたしましました。

   ② APDは、平成17年2月25日に開催された臨時株主

総会の決議により、平成17年4月1日付で、新規事

業の一部及び管理本部の営業を、人的吸収分割に

よりAGHDに承継させました。

   ③ APDは、平成17年2月25日に開催された臨時株主

総会の決議により、平成17年4月1日付で、エグゼ

クティブオフィス、R&D事業部の一部、クリエイ

ティブ事業部の一部、メディア＆プランニング事

業部の一部、マネジメント事業部の一部、BRM事

業部の一部、映像事業部の一部及びライツマネジ

メント事業部の一部の営業を、人的吸収分割によ

りAEIに承継させました。

  ④ APDは、平成17年2月25日に開催された臨時株主

総会の決議により、平成17年4月1日付で新規事業

の一部及びライツ＆プランニング事業部の営業

を、人的吸収分割によりANIに承継させました。

 

(8）新株予約権の行使期間

平成20年7月1日から平成27年6月25日まで

(9）新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権

者」という）は、権利行使時においても、当社又

は子会社の取締役もしくは従業員の立場にあるこ

とを要す。ただし、任期満了による退任、定年退

職その他正当な事由がある場合はこの限りではな

い。

②  新株予約権者が死亡した場合、その相続人による

新株予約権の行使は認めない。

③  新株予約権の質入その他一切の処分は認めない。

④  その他の条件については、平成17年6月26日開催

の当社第18期定時株主総会及び平成18年4月28日

開催の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権

者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定

めるところによる。

(10）新株予約権の行使により株券を発行する場合の当

該株券の発行価格のうち資本組入額

1,292,000,000円（１株につき1,700円）

また、発行価額の調整が行われた場合の資本組入

額は、調整後の発行価額の2分の1とする。 

なお、資本組入額の計算の結果１円未満の端数が

生じた場合は、その端数を切り上げた額とする。

(11）新株予約権の譲渡に関する事項

平成20年7月1日から平成27年6月25日まで

(12）新株予約権者が提出会社に関係する会社として定

義府令第三条の三第二項各号に規定する会社の取締役

又は使用人である場合の当該会社と提出会社との間の

関係 

当該会社は当社の完全子会社であります。

(13）新株予約権者の人数及びその内訳

合計205名であり、内訳は下記の通りであります。

当社取締役 14名 1,450個 (145,000株)

当社従業員 36名 1,140個 (114,000株)

当社完全子会社取締役 21名 1,355個 (135,500株)

当社完全子会社従業員 134名 3,655個 (365,500株)

(14）新株予約権者と提出会社との間の取決めの内容

当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約

権割当契約」によるものとする。

（外部契約者への新株予約権の付与）

 平成17年6月26日開催の当社第18期定時株主総会で承

認された、旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の

規定に基づくストックオプションとしての新株予約権の

発行について、平成18年5月29日開催の取締役会におい

て、外部契約者に対し、同日付で当該新株予約権を発行

することを決議いたしました。

(1）有価証券の種類及び銘柄

エイベックス・グループ・ホールディングス株式

会社 新株予約権証券

(2）新株予約権の発行日

平成18年6月6日

(3) 新株予約権の発行数

2,295個 

（新株予約権１個につき当社普通株式100株）



前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

  ⑤ APDは、平成17年2月25日に開催された臨時株主

総会の決議により、平成17年4月1日付でクリエイ

ティブ事業部の一部の営業を、人的吸収分割によ

りALCに承継させました。

(6) ① AMCは、平成17年2月25日に開催された臨時株主

総会の決議により、平成17年4月1日付で、AEIよ

り編成本部の一部及び制作宣伝事業本部本部長室

国際部の一部の営業を人的吸収分割により、承継

いたしました。

    ② AMCは、平成17年2月25日に開催された臨時株主

総会の決議により、平成17年4月1日付で、J-more

レーベルの音楽制作・宣伝に関する営業を、人的

吸収分割により、AEIに承継させました。

    ③ AMCは、平成17年2月25日に開催された臨時株主

総会の決議により、平成17年4月1日付で、ALCよ

りレーベル事業部の一部及び管理部の一部の営業

を、人的吸収分割により、承継いたしました。

(7) TMは、平成17年2月25日に開催された臨時株主総会

の決議により、平成17年4月1日付で株式交換により、

AEIの完全子会社となりました。

(8) ① ANIは、平成17年2月25日に開催された臨時株主

総会の決議により、平成17年4月1日付をもって、

ハウディを吸収合併いたしました。

    ② ANIは、平成17年2月25日に開催された臨時株主

総会の決議により、平成17年4月1日付でAPDより

新規事業の一部及びライツ＆プランニング事業部

の一部の営業を、人的吸収分割により、承継いた

しました。

(9) EPIは、平成17年2月25日に開催された臨時株主総

会の決議により、平成17年4月1日付でAEIに合併し解

散いたしました。

(10) BAは、平成17年2月25日に開催された臨時株主総会

の決議により、平成17年4月1日付でAPDに合併し解散

いたしました。

 

 

 

(4）新株予約権の発行価格

無償とする

(5) 新株予約権の行使により発行する株式の発行価額の

総額

781,447,500円

(6）新株予約権の目的となる株式の種類及び数

当社普通株式 229,500株

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、

次の算式により目的たる株式の数を調整するもの

とし、その調整の時期は株式分割においてはその

基準日の翌日、株式併合においてはその効力発生

の日とする。ただし、かかる調整は新株予約権の

うち、当該時点で権利行使していない新株予約権

の目的たる株式数についてのみ行われ、調整の結

果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨

てるものとする。

調整後
株式数

＝
調整前
株式数

×
分割又は 
併合の比率

(7）各新株予約権の行使に際して払い込をなすべき金額

１個の新株予約権につき340,500円 

（１株につき3,405円）

なお、新株予約権発行後、当社が株式の分割又は

併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後 
払込金額

＝
調整前
払込金額

×

1

分割又は 
併合の比率

また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価

額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合

は（新株予約権の行使によるものを除く。）、次

の算式により払込金額を調整し、調整による１円

未満の端数は切り上げる。

調整
後 
払込
金額

＝

調整
前 
払込
金額

×

既発
行株
式数

＋

新規発行
株式数

×
１株当たり払
込金額

１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数

(8）新株予約権の行使期間

平成20年7月1日から平成27年6月25日まで

(9）新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権

者」という）は、権利行使時においても、当社又

は子会社の取締役もしくは従業員の立場にある

か、当社又は子会社との契約関係があることを要

す。ただし、任期満了による退任、定年退職その

他正当な事由がある場合はこの限りではない。



  
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

②  新株予約権者が死亡した場合、その相続人による

新株予約権の行使は認めない。

③  新株予約権の質入その他一切の処分は認めない。

④  その他の条件については、平成17年6月26日開催

の当社等18期定時株主総会及び平成18年5月29日

開催の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権

者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定

めるところによる。

(10）新株予約権の消却事由及び消却の条件

① 当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたと

き、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認

の議案又は株式移転の議案につき株主総会で承認

されたときは、当社は新株予約権を無償で消却す

ることができるものとします。

② 新株予約権者が、権利行使する前に、「新株予約

権の行使の条件」に該当しない状態になり、権利

を喪失した場合には、当社はその新株予約権を無

償で消却することができるものとします。

(11）新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要

するものとします。

(12）新株予約権の行使により新株を発行する場合の発

行価額のうち資本に組入れる額

１株につき1,703円

(13）新株予約権の割当対象者

外部契約者84名

(14）新株予約権者と提出会社との間の取決めの内容

当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約

権割当契約」によるものとする。



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

【その他】 

  

 
  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額 
(百万円)

投資有価証券 その他有価証券

カルチュア・コンビニエンス・クラ
ブ㈱

720,000 1,059

S.M.Entertainment Co.Ltd 694,288 861

㈱エフエム東京 20,000 362

三菱UFJキャピタル㈱ 26,250 300

㈱ギャガ・コミュニケーションズ 500,000 188

㈱スペースシャワーネットワーク 800 162

㈱ファンダンゴ 8,100 57

㈱ギャガ・クロスメディア・マーケ
ティング

100 50

イーバンク銀行㈱ 2,000 45

㈱新星堂 150,000 44

その他(24銘柄) ― 230

小計 ― 3,361

計 ― 3,361

種類及び銘柄 投資口数等(口)
貸借対照表計上額 
(百万円)

投資有価証券 その他有価証券

投資事業有限責任組合等への出資
(９銘柄)

19 1,609

小計 ― 1,609

計 ― 1,609



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 当期増加額のうち主な内容 

 
２ 当期減少額のうち主な内容 

 
３ 長期前払費用の当期減少額には、会社分割に伴い子会社へ譲渡したスポンサーシップ契約金585百万円が含

まれてあります。 

４ ソフトウェアの期首残高及び当期減少額には、前期償却が終了した分のソフトウェアの取得価額、減価償却

累計額364百万円が含まれております。 

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 
(百万円)

有形固定資産

 建物 4,344 505 285 4,564 1,488 220 3,076

 機械装置 81 ― ― 81 77 0 4

 車両運搬具 29 62 25 67 27 17 40

 工具器具備品 851 313 67 1,097 726 156 371

 土地 18,682 1 0 18,684 ― ― 18,684

 建設仮勘定 ― 257 ― 257 ― ― 257

有形固定資産計 23,990 1,141 378 24,752 2,318 395 22,434

無形固定資産

 借地権 8 9 ― 18 ― ― 18

 ソフトウエア 2,123 699 681 2,141 1,732 521 409

 電話加入権 5 ― ― 5 ― ― 5

無形固定資産計 2,138 708 681 2,165 1,732 521 433

長期前払費用 588 ― 588 ― ― ― ―

建物 ― 会社分割に伴う子会社からの内部造作受入 75百万円

本社ビルリニューアル改装工事 384百万円

車両運搬具 ― 会社分割に伴う子会社からの社用車受入 30百万円

社用車購入 32百万円

工具器具備品 ― 会社分割に伴う子会社からのパソコン及び周辺機器等受入 121百万円

本社ビルリニューアルに伴う器具備品購入 38百万円

パソコン及び周辺機器購入 87百万円

借地権 ― 会社分割に伴う子会社からのスタジオ関連借地権受入 9百万円

ソフトウェア ― 会社分割に伴う子会社からのｅＣＲＭその他ソフトウェア

受入
347百万円

自社利用会計ソフトウェア開発 307百万円

建物 ― 本社ビルリニューアルに伴う内部造作等除却 285百万円

車両運搬具 ― 社用車売却 25百万円

工具器具備品 ― ｅＣＲＭ関連機材除却 62百万円

ソフトウェア ― ｅＣＲＭ関連ソフトウェア除却 316百万円



【資本金等明細表】 

  

 
(注) 1. 資本準備金の当期増加は、平成17年4月1日付のグループ再編に伴う分割資産・負債の受入によるものであり

 ます。 

2. 期末において保有する自己株式は普通株式3,211,333株であります。 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 1. 貸倒引当金の当期減少額3百万円は、洗替による戻入額であります。 

2. 事業閉鎖損失引当金は将来の事業閉鎖により発生する損失に備え計上しておりましたが、AVEX HAWAII,INC.

 の事業継続の決定により79百万円を戻入れているため当期減少しております。 

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金(百万円) 4,229 ― ― 4,229

資本金のうち 
既発行株式

普通株式(注) (株) (46,157,810) ― ― (46,157,810)

普通株式 (百万円) 4,229 ― ― 4,229

計 (株) (46,157,810) ― ― (46,157,810)

計 (百万円) 4,229 ― ― 4,229

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金

資本準備金

 株式払込剰余金 (百万円) 5,001 ― ― 5,001

 会社分割差益 (百万円) ― 75 ― 75

計 (百万円) 5,001 75 ― 5,076

利益準備金及び 
任意積立金

利益準備金 (百万円) 501 ― ― 501

任意積立金

 別途積立金 (百万円) 12,000 ― ― 12,000

計 (百万円) 12,501 ― ― 12,501

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 54 130 ― 3 182

賞与引当金 ― 216 ― ― 216

事業閉鎖損失引当金 79 ― ― 79 ―

役員退職慰労引当金 185 41 45 ― 181



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

(a) 資産の部 

イ 現金及び預金 

  

 
  

ロ 売掛金 

相手先別内訳 

  

 
  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
(注) 1. 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

     2. 平成17年4月1日付の当社グループ再編に伴う分割資産の受入額56百万円は「当期発生高」に含めておりま 

  すが、「滞留期間」の算定においては「前期繰越高」として扱っております。 

区分 金額(百万円)

現金 1

預金

当座預金 2,518

普通預金 138

別段預金 24

計 2,681

合計 2,683

相手先 金額(百万円)

エイベックス・エンタテインメント㈱ 133

エイベックス・マーケティング・コミュニケーションズ㈱ 77

エイベックス・ライヴ・クリエイティヴ㈱ 71

エイベックス ネットワーク㈱ 64

エイベックス・プランニング＆デベロップメント㈱ 14

その他 48

合計 409

前期繰越高 
(百万円) 
(Ａ)

当期発生高 
(百万円) 
(Ｂ)

当期回収高
(百万円) 
(Ｃ)

次期繰越高
(百万円) 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

153 10,403 10,147 409 96.12 11



ハ 関係会社株式 

  

 
  

(b) 負債の部 

イ 短期借入金 

 
  

ロ 預り金 

  

 

  

ハ 長期借入金 

  

 
(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

銘柄 金額(百万円)

㈱ドワンゴ 10,246

エイベックス・エンタテインメント㈱ 9,947

メモリーテック㈱ 994

エイベックス・ライヴ・クリエイティヴ㈱ 428

エイベックス ネットワーク㈱ 255

エイベックス・マーケティング・コミュニケーションズ㈱ 200

その他 283

合計 22,355

借入先 金額(百万円)

㈱三菱東京UFJ銀行 5,600

㈱三井住友銀行 2,400

㈱みずほ銀行 2,000

合計 10,000

区分 金額(百万円)

関係会社資金運用預り金 14,124

その他 38

合計 14,162

借入先
金額(百万円)

(うち１年以内返済予定額)

㈱三菱東京UFJ銀行 7,100 (2,400)

㈱三井住友銀行 2,400  (  600)

合計 9,500 (3,000)



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100,000株券、10,000株券、1,000株券、100株券

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

  買取手数料 無料

株券喪失登録

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

  株券喪失登録申請料 １件につき  10,000円

  株券登録料 １株につき    500円

公告方法
当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、電子公告によることができない事故
その他やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載する。

株主に対する特典

 

１ 毎年３月31日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載された100株(１単元)以
上保有の株主に対し、次の基準により、株主限定オリジナルグッズ・CD・DVDを
進呈いたします。なお、優待進呈品は全て株主のみが入手できる「非売品」の製
品であります。

所有株式数 進呈品

100株以上300株未満 株主限定オリジナルグッズを進呈いたします。

300株以上500株未満
株主限定オリジナルグッズに加えて、株主限定CDを進呈
いたします。

500株以上1,000株未満
株主限定オリジナルグッズに加えて、株主限定DVDを進
呈いたします。

1,000株以上
株主限定オリジナルグッズに加えて、株主限定CD、DVD
を進呈いたします。

２ 毎年３月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された所有株式数100株(１
単元)以上の株主からの応募により、抽選を実施いたします。(株主１名につき１
回限り)当選者を、当社主催のコンサートもしくはイベントに招待いたします。

３ 毎年３月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された所有株式数100株(１
単元)以上の株主からの申込みにより、当社通信販売制度によるオリジナルグッ
ズの割引販売(30％OFF)を実施いたします。(株主１名につき１回注文に限り)



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 
  

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度
(第18期)

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

平成17年６月27日 
関東財務局長に提出。

(2) 有価証券届出書 
及びその添付書類

ストックオプション制度に伴う新株予約権発行
平成18年５月29日 
関東財務局長に提出。

(3) 
 

有価証券届出書 
の訂正届出書

訂正届出書(上記(2)有価証券届出書の訂正届出書)
平成18年５月30日 
関東財務局長に提出。

訂正届出書(上記(2)有価証券届出書の訂正届出書)
平成18年６月６日 
関東財務局長に提出。

(4) 
 

半期報告書 (第19期中) 自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日

平成17年12月16日 
関東財務局長に提出。

(5) 
 

臨時報告書 
 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条等2項第3号(特定子会 平成17年11月25日

社の異動）の規定に基づくもの 関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条等2項の2(ストック 平成18年４月28日

オプションとしての新株予約権の発行）の規定に基づくもの 関東財務局長に提出。

(6) 
 

自己株券買付状況報告書 
 

報告期間（自 平成17年3月24日 至 平成17年3月31日） 平成17年４月８日

関東財務局長に提出。

報告期間（自 平成17年4月 1日 至 平成17年4月30日） 平成17年５月13日

関東財務局長に提出。

報告期間（自 平成17年5月 1日 至 平成17年5月31日） 平成17年６月13日

関東財務局長に提出。

報告期間（自 平成17年6月 1日 至 平成17年6月30日） 平成17年７月12日

関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

 

エイベックス・グループ・ホールディングス株式会社 

 

  

 

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているエイベックス・グループ・ホールディングス株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日まで

の連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キ

ャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、エイベックス・グループ・ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計方針の変更に記載されているとおり、会社及び連結子会社は当連結事業年度より固定資産の減損に係

る会計基準を適用している。 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社及び連結子会社は平成17年4月1日付けでグループ再編を実

施している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

当監査法人は、会社に対し、監査証明との同時提供が認められる公認会計士法第2条第2項の業務を継続的

に行っている。 

  

以 上
  

 
  

平成17年６月27日

取締役会 御中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  長  井     紘  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小 川  陽 一 郎  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

 

エイベックス・グループ・ホールディングス株式会社 

 

  

 

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているエイベックス・グループ・ホールディングス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日まで

の連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キ

ャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、エイベックス・グループ・ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

セグメント情報の事業の種類別セグメント情報に記載されているとおり、会社及び連結子会社は、事業の

種類別セグメントについて従来「音楽映像事業」及び「その他の事業」としていたが、当連結会計年度より

「コンテンツ・クリエイティヴ（CC）事業」「パッケージ・コミュニケーション（PC）事業」「ネットワー

ク・コミュニケーション（NC）事業」「ライヴ・コミュニケーション（LC）事業」及び「その他の事業」に

変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上
  

平成18年６月26日

取締役会 御中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小 川  陽 一 郎  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  坂 本   一  朗  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

 

エイベックス・グループ・ホールディングス株式会社 

 

  

 

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているエイベックス・グループ・ホールディングス株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日

までの第18期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表

について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によ

って行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、エイベックス・グループ・ホールディングス株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日

をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準を適用し

ている。 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年4月1日付けでグループ再編を実施している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

当監査法人は、会社に対し、監査証明との同時提供が認められる公認会計士法第2条第2項の業務を継続

的に行っている。 

  

以 上
  

 
  

平成17年６月27日

取締役会 御中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  長  井     紘  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  小 川  陽 一 郎  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

 

エイベックス・グループ・ホールディングス株式会社 

 

  

 

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているエイベックス・グループ・ホールディングス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日

までの第19期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表

について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によ

って行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、エイベックス・グループ・ホールディングス株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日

をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上
  

 
  

平成18年６月26日

取締役会 御中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小 川  陽 一 郎  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  坂 本   一  朗  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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